
企業の海外投資をめぐる  

会計監査と税務調査の接点   

一外国パートナーシップに係る  

組合型所得計算方式の問題点を中心に－  

遠 藤 克 博   

一‾∴‾1：   
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〔凡 例〕  

1 法令は、平成10年5月1日現在による。  

2 本稿で引用する法令等の略語は次のとおりである。  

（1）わが国の法令等  

法法  

所法  

措法  

法令  

法基通  

計書親  

法人税法  

所得税法  

租税特別措置法  

法人税法施行令 

法人税基本通達  

株式会社の貸借対照表、損益計算書、営業報告書及び附  

属明細書に関する規則  

企業会計原則  会計原則  

（2）米国の法令等  

IRC  

Reg．  

Rev．R111．  

FAS．  

内国歳入法典（InternalRevenue Code）  

規則（Regulation）  

通達（Revenue Ruling）  

財務会計基準書（Statements of Financial  

Accounting Standard）  

会計処理指針（Statement of Position）  SOP．  

（3）判決の引用についての略号は、次の例による。  

最判（決） 最高裁判所判決（決定）  

最（大）判 最高裁判所大法廷判決  

高判  高等裁判所判決  

地判  地方裁判所判決  

（4）判例集・雑誌等の引用についての略号は、次の例によるほか、慣例にな   

らった。  

民集（刑集） 大審院民事（刑事）判例集、最高裁判所民事（刑事）  

判例集   
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行裁例集  行政事件裁判例集  

月報  訟務月報  

税資 税務訴訟資料  

判時  判例時報  

5 文献の引用中、「」は論文、『』は著書を示す。   
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は じ め に  

「企業会計は、企業の財政状態及び経営成績に関して、真実な報告を提供す  

るものでなければならない。」、企業会計原則の第一「一般原則」の冒頭に掲げ  

られた「真実性の原則」である。   

いわゆる「日本版金融ビッグバン」が2001年に向けて始まり、その鳴動の如  

く、著名な日本企業の海外支店等を舞台にした多額な簿外取引や不正取引が新  

聞紙上を賑わした。”Free””Fair””Global”をめざす金融制度改革は、わが国  

金融資本市場の国際標準化に向けての試練と言えるが、それは、従来型のわが  

国金融資本市場に身を委ねてきた全ての市場参加者にとっての試練にほかなら  

ない。   

企業会計は「一般投資家や債権者等に代表される企業を取り巻く利害関係者  

に、意思決定を行うに足る情報を提供する」という重要な役割を担って発展し  

てきた。日本企業の経営スキャンダルに関する報道が、特に、ニューヨーク、  

ロンドン、シンガポール等の主要金融市場で大きく取り上げられているという  

ことは、まさに、日本企業のディスクロージャーの不透明性に世界のマーケッ  

トが注目しているということであるb   

ところで、わが国の法人税法は確定決算主義を採用し、法人税の課税標準で  

ある所得金額の計算は、企業会計が基本となっている。企業会計の「真実性」  

は、租税会計の適法性に密接に関連しているのである。企業会計の適正性を担  

保するものとして会計監査があり、課税所得金額の適法性の確認プロセスとし  

て税務調査があるが、これら二つの機能には、監査対象及び調査対象の内部牽  

制制度に依存した手続きであり、監査対象の全取引や調査対象の全取引を網羅  

的に確認するものではないという共通点がある。また、内部牽制制度により基  

本的な不正、誤謬が防止されれば、会計監査は特定領域に深度を深めて実施す  

ることができ、会計監査によって財務会計上の不正、誤謬が是正されていれば  

税務調査では租税会計特有の調査対象領域を深度を深めて確認すればよいこと  

となる。したがって、税務調査の在り方は、企業の内部牽制制度、会計監査に   
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大きく左右されるのである。著名な日本企業にあってさえ、海外支店等で行わ  

れていた不正ヤ誤謬が、内部牽制制度で防止できず、会計監査でも発見されず、  

税務調査でも把握されなかったとすると、そこにはシステム上の大きな問題が  

隠れているのではないだろうか。   

筆者は調査担当者として多くの税務調査事例に当たり、現実の企業会計及び  

租税会計を分析検討し、多くの職業会計人の方々と意見交換を行ってきた。こ  

れまでの実務の経験から実感したことは「企業会計の国際化はそのまま租税会  

計の国際化を意味し、会計監査の国際化と税務調査の国際化は同質の困難性に  

直面している。」ということである。   

近年、不動産業務に関連する分野を中心に、日本法人による外国パートナー  

シップヘの投資事例が増加し、税務調査においても、多くの議論が重ねられて  

いる。わが国の経済と最も緊密な関係にある米国でのパートナーシップの現状  

を、米国内国歳入庁の統計で見てみると、1994年時点で約150万件のパートナ  

ーシップが存在している。これらのパートナーシップは約1，500万件のパート  

ナーを構成員に持ち、約7，300億ドルを売上げ、約830億ドルの利益を計上して  

いる。その保有資産総額は約2兆3，000億ドルに及ぶ。ちなみに、個人事業者  

数は約1，600万件で、約7，900億ドルを売上げ、約1，670億ドルの利益を計上して  

いるbまた、法人は約430万社で、約12兆8，600億ドルを売上げ、約5，770億ド  

ルの利益を計上している。外国パートナーシップからの分配損益に係る情報の  

開示は、企業を取り巻く利害関係者にとって無視できない存在となっており、  

課税所得金額の計算上も重要な検討項巨＝こなってきていることがうかがえる。  

日本法人が外国のパートナーシップに投資を行った場合の、財務会計と租税会  

計の実務を検討してみると、そこには会計基準や法令及び通達の整備という制  

度上の問題と、外国の事業組織の会計記録をどの様に日本法人の会計に取り込  

み、会計監査を行うか、あるいは課税所得金額を計算し、税務調査を実施する  

かという実務上の問題が併存している。   

納税者が、自主的に適正な申告を行うためには、課税関係の法的安定性を確  

保し、納税者に十分な予測可能性を確保しなければならない。そのためには、   
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経済実態に相応しい法令の整備が必要とされる。また、納税者の公平負担の要  

請に応えるためには、法令に規定された所得計算の原理、原則が具体的計算行  

為として実践され、さらにその合法性が無理なく検証されるシムテムが存在し  

なければならない。その意味から考えると、外国パートナーシップに係る組合  

型所得計算方式の問題の根底には、自由主義経済の下での、民主的な租税制度  

の基本原則である租税法律主義と租税公平主義の問題が象徴的に存在している  

と言える。   

本稿では、「外国パートナーシップ等への投資損益に係る税務上の取扱い」  

の実例を引いて、企業会計と租税会計、会計監査と税務調査が直面する具体的  

問題点を分析し、米国において採られてきた対1芯策を参考にしながら、今後の  

租税法の整備について若干の提言を行うとともに、外国の事業組織が海外での  

取引に基づいて作成する会計記録が適正に日本企業の決算書ないし税務申告書  

に反映しているかを調査するにあたり、どの様な対応策が必要かを碇言したい。   

本稿での研究の進め方は、第一章で「わが国の財務会計と租税会計、会計監  

査と税務調査について概説し、さらにこれらの国際化の流れ」を論ずる。次に  

第二章で「外国で設立される事業組織体であるパートナーシップのわが国の租  

税法上の位置づけ」を論ずる。第三章では、「わが国の民法及び商法に基づく  

組合契約の租税法上の位置づけ」について現状を分析し、問題提起を行う。そ  

して、第四章で「わが国の法人と最もつながりの深い米国のパートナーシップ  

に企業が投資を行い、損益の分配を受けた場合の税務上の諸問題」について実  

例をもとに現状分析を行う。第五章において、本稿での研究のまとめを行う。   
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第1章 会計監査の国際化と税務調査の国際化  

第1節 企業会計  

人間の経済活動は、狩猟、採取の自給自足の経済から物々交換、貨幣の発  

達を経て信用経済の発展という時間的、空間的な広がりをともなう発展段階  

を踏んできた。その過程で、物と役務そして貨幣を介在させた人間関係を記  

録する手段として発達したのが「会計」である。  

1 会計行為   

企業会計は、企業の資本運動を貨幣計数的に計算表示する技術である。会  

計行為を時系列的に捉えると、認識行為、測定行為、記録行為及び表示行為  

の四行為から成り立っている。   

最初の行為である「認識」とは、企業の資本運動の基本概念である資産・  

負債・資本・収益・費用・損失等の発生、変化、消滅といった「経済的な事  

実」を受け止め理解することである。   

つぎの行為である「測定」とは、貨幣計数を物差しにして「経済的な事実」  

の大きさを金額的に確定することである。ここでの貨幣計数は日本では円で  

あるが、米国ではドルであり、ドイツではマルクになるように複数の物差し  

が存在する。   

三番目の行為である「記録」とは、「認識」「測定」された「経済的な事実」  

を統一的にルール化された記録方式に基づき言語や数字、記号等により書き  

しるすことである。ここでの言語は、日本では日本語が、米国では米語が、  

ドイツではドイツ語が使用されるように複数の媒体が存在する。   

四番目の行為である「表示」とは、「認識」「測定」「記録」された「経済  

的な事実」を情報の利用者に伝達するために、正確かつ明瞭に示すことであ  

る。   

これら認識、測定、記録、表示の各行為の行為規範あるいは判断基準とな   
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るものが、各種計算規定である。本来会計は、会計目的に応じて種々の行為  

規範を設けることができる柔軟性を有しているが、法律等により明確な会計  

目的を定め、会計主体に一定の判断基準に従うことを義務付けている会計が  

制度会計である。  

2 わが国の「商法」計算規定   

わが国の商法は、明治32年に制定以来、一貫して債権者保護を重視する財  

産法的計算原理を踏襲してきた。商法は強行法規であり、その計尭規定に基   

づいて作成された計算書類が株主総会に提出され、株主の承認を得て会社の   

決算が確定し、会社の利益処分も決定される。株主の利益を法的に保護する   

という意味では、株主の責任限度額たる出資額に係る資本充実の原則による   

制約がはたらき、債権者の利益を法的に保護するという意味でも、財務的安   

全性を確保したうえでの法的配当可能限度額の算定という資本充実の原則に   

よる制約がはたらいている。   

「時価以下主義的な評価規定」を基本としてきた商法計算規定に大きな改   

正が加えられたのは、昭和37年の改正法である。ここでは、「商法」と「企   

業会計原則」との調整が図られ、債権者保護を重視する立場は維持しながら、   

継続企業の収益力を適正に表示するという計算原理の調和を囲った。   

商法の計算規定を受けて、商法第281条第1項の貸借対照表、損益計算書、   

営業報告書及び付属明細書の記載方法並びに公告すべき貸借対照表及び損益   

計算書の要旨の記載方法について定めたものに法務省令「株式会社の貸借対   

照表、損益計算書、営業報告書及び付属明細書に関する規則」があるm。  

3 わが国の「証券取引法」に基づく計算規定   

わが国の証券取引法は、第一条の目的で「この法律は、国民経済の適切な   

運営及び投資者の保護に資するため、有価証券の発行及び売買その他の取引   

を公正ならしめ、且つ、有価証券の流通を円滑ならしめることを目的とする。」   

と規定し、投資者の保護を明確にうたい上げている。証券取引法で提出が義   
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務づけられた財務書類の作成規範が、大蔵省令「財務諸表の用語、様式及び  

作成方法に関する規則」（以下「財務諸表等親別」という）である。   

「財務諸表等規則」は、一般投資家が投資にあたって合理的な意思決定が  

できるような財務諸表等の作成、表示を目的にした計算規定であることから、  

継続企業の収益力と配当可能利益金額を適正に表示することが求められる。  

損益法による計算原理に支配されているところは、後述の「企業会計原則」  

の計算原理と軌を一にしている｛2）。  

4 わが包の「企業会計原則」の計算原理   

「企業会計原則」は、昭和24年7月9日に経済安定本部企業会計制度対策   

調査会から中間報告の形で公表された。わが国経済再建上当面の課題である   

外資の導入、企業の合理化、課税の公正化、証券投資の民主化、産業金融の   

適正化等の合理的な解決のため、企業会計の基準を確立し、維持するために、   

企業会計原則を設定し、国民経済の民主的で健全な発達のための科学的基礎   

を与えようとしたものである。   

その性格づけとして、次のような指針を示している。  

（D 企業会計原則は、企業会計の実務の中に慣習として発達したものの中か  

ら、一般に公正安当と認められたところを要約したものであって、必ずし  

も法令によって強制されないでも、すべての企業がその会計を処理するに   

あたって従わノなければならない基準である。  

（さ 企業会計原則は、公認会計士が、公認会計士法および証券取引法にもと   

づき財務諸表の監査をなす場合において従わなければならない基準となる。  

③ 企業会計原則は、将来において、商法、税法、物価統制令等の企業会計  

に関係ある諸法令が制定・改廃される場合において尊重されなければなら   

ないものである。   

「企業会計原則」について、山析忠恕教授と蔦村剛雄教授は次のように述   

べている。「継続的企業の収益力の表示を基本目的とし、それから横棒され   

る包括的にして基本的な会計処理指針を示す会計原則、すなわち理論規範と   
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しての会計原則と、それを支柱として会計慣行から帰納的に導きだされる会  

計基準、すなわち実戟規範としての会計基準とによって成りたっているもの  

とみることとができる。」｛3｝。   

証券取引法が適用される対象企業や会計士監査の対象となる企業を念頭に  

置いた場合、理論規範としての会計原則と、実戦規範としての′会計基準が矛  

盾なく共存しうる場合がありうるのかもしれない。しかしながら、現実には  

多種多様な業種業態の企業が経済取引を行っており、、企業規模からいえば小  

規模の企棄数が圧倒的に多い状況にある14｝。また、日本経済における産業構  

造も時代の流れとともに変貌し、近年では金融派生商品取引、電子商取引、  

外国パートナーシップへの投資といった、過去には予定していなかった取引  

形態が凄まじい速度で増加している。金融取引における：時価主義導入論議に  

みられるように、多様な経済取引を、「企業会計原則」に示さ、れた過去の基準  

のみに基づいて判断していく．ことはでき、ない。その意味では、「企業会計原  

則」眉体も経済の変化の速度‘に合わせて、時代にあったものにしていく．必要  

があるといえる。  

5 法人渦法と企業会計   

法人税法第22条第1項は、「内国法人の各事業年度の所得の金額は、当該  

事業年度の益金の額から当該事業年度の損金の額を控除した金額とする。」   

と規定しているが、その意味す／るところは、法人税の課税物件は法人の所得   

であり二、その課税標準は法人の各事業年度の益金から損金を控除した額から   

算定されるということである。   

また、′法人税法第22条第4項は、「第二項に規定する当該事業年度の益．金   

の額及び前項各号に掲げる額はヾ一般に公正妥当と認められる会計処理の基   

準に従づて計算されるもの一とする。」。と規定している。この規定は、昭和42   

年に、法人税法の簡素化の一環として設けられたもーのであるが、法人税の課  

税所得金額が企業会計で計算される企業利益金額から誘導されて算出される   

ことを意味している（「企業会計準拠主義」り。   
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企業会計と租税会計との関係については、金子宏教授が次のように述べて  

いる。「両者を個別独立のものとすることも制度上は可能であるが、法人の  

利益と法人の所得とが共通の観念であるため、法人税法は、二重の手間を避  

ける意味で、企業会計準拠主義を採用したのである。なお、この規定（法人  

税法第22粂第4項）と、（∋商法第32条第2項の『商業帳簿ノ作成二関スル規  

定ノ解釈二付テハ公正ナル会計慣行ヲ掛酌スベ』き旨わ規定、ならびに、②  

法人税法第74条第1項の確定申告は『確定した決算』に基づき行うべき、旨の  

規定を総合して見ると、わが国の法人税法は、企業所得の計算についてはま  

ず基底に企業会計があり、その上にそれを基礎として商法の会計規定があり、  

さらにその上に租税会計がある 、という意味での『会計の三重構造』を前提  

としている、と解してよいであろう。」（5）。また、中里実教授は日本私法学会  

で次のように述べている。「侵害規範としての租税法の特質を考慮すれば、  

租税法が課税要件を法律以外のものに委任するということは考えられない。  

したがって、法人税法が課税所得の算定に関して依拠しているのは、直接的  

には、あくまでも商法であり、企業会計原則（その法的根拠は、少なくとも、  

公法的には、一行政庁の一諮問機関の、一小委員会の、一中間報告でしかな  

く、それが公法的に意味があるなどとは到底考えられない）ではなかろう。  

また、証券取引法は、ごく一部の企業にのみ適用される。しかも独自の規制  

目的をもった公法的なものであり、法人税法がこれに依拠して課税要件を定  

めるということはありにくい。したがって、トライアングル体制というもの  

は存在しないのではないだろうか。存在するのは、会計学一商法一法人税法  

という、単線的な関係である。」■6－。   

これまで述べてきたように、企業会計の依拠する基準は会計目的に応じて  

異なる。その差異は、昭和49年に商法と企業会計原則が改正され一応の調整  

が図られたことから、会計実務上はそれぞれの基準を調和させた形で、会計  

処理法が選択されている。それでは「企業会計準拠主義」の実質的な中身で  

ある「一般に公正妥当と認められる会計処理の基準」とは、何をさすのであ  

ろうか。企業会計が、時代の流れや経済取引の三次元的な拡大を柔軟に吸収   
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していく存在として、日々変化を求められている今日、「一般に公正妥当な  

会計処理の基準」とは、客観的な規範性をもつ公正安当と認められる会計処  

理の基準という意味であり、文章化された基準があることを予定しているわ  

けではなく、実務の取扱いや判例などの積み重ねによって、会計慣行として  

規範化していく、ことが予定されているものであるといえるけ）。   

すなわち、過去において規範化されてきた「会計処理の基準」を社会の環  

境変化に照らして常に見直しを行いつつ、新しい経済取引については企業会  

計の基本原則と会計巨的に従ってふさわしい取扱いを模索していくことによ  

り形作られる可変的な概念といえる。   

法人税法は第22条で、各事業年度の所得の金額の計算方式を規定し、第74  

条第1項で「確定決算主義」を規定している。ここで「確定した決算」とは、  

具体的には、当該事業年度の決算につき株主総会の承認、総社貞の同意その  

他の手続きによる承認があったことをさし、企業が開示する決算内容につい  

て明確な意思表示を行ったことと解される（8｝。   

「確定決算主義」が採用されている理由については、そもそも課税所得金  

額の基礎となる企業利益は企業会計上の利益と基本的に同じものであるので、  

別々の財務諸表を作成する煩雑さを避けようとした税務行政上の便宜による  

ものと言われている。すなわち、健全な会計慣行が確立されていないか、又  

は処理方法に選択の余地がある事柄については、確定した決算上で画一的な  

処理を要することとすれば、その適否の検討の手数が省ける。逆に、これら  

の事柄について申告調整を認めれば課税の安定が保てない。また、租税特別  

措置法上の特別償却に損金経理の要件を課していることにみられるように、  

内部留保を高めるといった政策上の目的達成とう一面もある桝。   

このような「損金経理」要件については、企業会計の立場から次のような  

問題提起がされている。すなわち、会計理論上の費用性引当金に該当しない  

種々の税法上の準備金について損金経理を求めるということは、配当可能利  

益や収益力の表示という会計目的に歪みを生じさせることになる（10）。   

この点について、外国の租税制度を見てみると、．法人税の課税所得金額の   
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算定において、ドイツでは商法上の決算を尊重する方式を採用しているが、  

米国では租税会計と企業会計を切り離す方式を採用している。各国が自国の  

企業会計の実態を加味して、社会制度としての望ましい在り方の選択として  

租税会計を位置づけていることが窺える。ところで、米国における申告調整  

が無制限に認められているかというと、決してそうではない。内国歳入法に  

関するレギュレーション1．446－1（a）には「課税所得金額は納税者が通常記帳  

している会計処理の方法に基づいて計算されなければならかり という廟釈  

が示されており、一般に公正妥当と認められた会計処理の基準に従って会計  

処理を行うことを求めつつ、財務会計と租税会計の採用する会計処理方法が  

異なる場合に申告調整を認めているものと解されている（11）。  

〔注〕  

（1）山析忠恕・島村剛雄『体系財務諸表論〔理論編〕』（税務経理協会 昭和48）84頁  

～89頁  

（2）山オ升忠恕・島村剛雄 前掲書（1）89頁～90頁 

（3）山析忠恕・島村剛雄 前掲書（1）81頁  

（4）資本金別普通法人数（平成7年度）  

資本金額  Ll帽万円輔  1脈万円未満  1臆円未満  1帖由未満  100即似上   

法人数  1，7柁千社、  朗肝社  ㍊千打   5千社   1千社  

調査対象：平成7年2月1日から平成8年1月31日までの甲に事業年度  

が終了した内国普通法人（会社等、企業組合、相互会社及び  

医療法人）について平成8年6月30日現在で作成されたもの  

である。ただし、清算中の法人は含まない。  

出典 ：国税庁編『平成7年度版第121回国税庁統計年報書』（大蔵  

財務協会 平成′9）  

（5）金子宏『租税法 第6版補正版』（弘文堂 平成10）242頁  

（6）中里実「租税法と企業会計」（商事法務 平成9 No．1432）26頁、29頁  

（7）国税庁『昭和42年改正税法のすべて』75頁～76頁   
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中村忠・成松洋一『企業会計と法人税』（税務裡理協会 平成5）104頁  

判例：東京地判 昭52．12．26 『判例時報』909号101頁  

東京地判 昭54．9．19 『判例タイムズ』414号138頁  

大阪高判 平3．12．19 『行政事件数判例集』429巻11，12号  

1894貫  

最判 平5．11．25 『最高裁判所民事判例集』47巻9号5278貫  

大阪高判 平3．12．19  

（8）昭和25．9．25 直法ト100 旧「法人税基本通達」314  

新井隆一『税法の原理と解釈』（早大出版部 昭42）19頁～20頁  

武田隆二『近代会計学体系Ⅸ 税務会計論』（中央経済社 昭43）45貫～50貫  

（9）中村息・成松洋一 前掲書（7）124貫   

0畑 中相思・成松洋一 前掲書（7）125頁  

（11）中里実 前掲論文（6）28頁  

須田徹 『アメリカの税法』（中央経済社 平6）18頁～20貫  

第2節 会計監査  

「監査」という言葉には、「監督し検査すること」という意味が与えられて  

いるが、「会計監査」は、「経営体が会計記録から決算書又は計算書類などの会  

計報告書を作成する場合に、その信頼度を高めるために、第三者がその正否又  

は適否を検討して、これに意見を表明する一連の行為である」と定義すること  

ができる。企業のほかに、官庁や地方自治体、学校法人や組合でも会計監査が  

行われる。   

ここで、「第三者」が企業内部の機関である場合、「内部監査」とよばれる。  

その目的は、取締役が下部に委譲した会計記録やその会計処理手続などが、社  

内の会計手続諸規定を遵守して行われているかどうか、また、これらに改善の  

余地がないかどうかを検討し、取締役に報告することにある。   
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1証券取引法に基づく監査   

証券取引法第193条の2は、証券取引所に上場されている有価証券の発行  

会社その他の着で政令で定める者は、その提出する貸借対照表、損益計算書   

その他の財務諸表に関する書類について、その者と特別な利害関係のない公  

認会計士または監査法人（以下「公認会計士等」という）の監査証明を受け   

なければならないと規定している（以下この監査を「証取法監査」という）。   

監査証明の手続及び監査報告書の記載事項については、「財務諸表等の監査  

証明に関する省令」に規定があり、その具体的内容については、「財務諸表   

の監査証明に関する省令取扱通達」に示されている。   

証取法監査は、一般に公正妥当と認められる慣行に従って実施し、①財務  

諸表等の項目が一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に従って処理さ   

れているかどうか、（か財務諸表の項目が当該財務諸表等に係る事業年度の直  

前事業年度と同一の基準により処理されているかどうか、（∋財務諸表の表示   

方法が財務諸表規則の定めるところに従っているかどうかを明らかにして、   

監査の対象となった財務諸表等が当該財務諸表等に係る事業年度の財政状態   

及び経営成溝を適正に表示しているかどうかについて、意見を表明する監査   

である。   

証取法監査では、企業が作成した財務諸表が監査の対象とされるが、これ   

らの財務諸表は所定の計算規定に従って作成されていれば、「投資者一般に  

対して、合理的な投資意思決定を行うに足る情報を提供する財務諸表」であ   

るはずである。しかしながら、証券市場で取引される有価証券を発行する企  

業には、規模、業種、業態、業績及び内部牽制組織等に多様性があり、必ず   

しも全てが健全な企業会計を実践し、企業情報の十分な開示を行っていると   

は限らない。そこで、資格と能力を兼ね備えた、独立不帝の第三者たる公認   

会計士等が専門家の立場から監査を実施し、意見を表明することにより、企  

業の内部で作成された情報に客観的な信頼性の担保を与えていると言える。   

ここで、監査の判断基準とされている「一般に公正妥当と認められる企業   

会計の基準」については明確な定義を置いていないが、一般投資者保護を念   
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頭に置いた計算規定としては、財務諸表規則及び企業会計原則がその理念を  

一にしている。しかしながら、すでに廃止されてはいるが、「財務諸表の監  

査証明に関する省令の取扱について」（昭和41年 蔵証第1569号）の第4条  

第3項「監査報告書の記載事項」関連の5にて、「商法又は特別法の会計処  

理に関する規定に違反する会計処理は、第4条3項1号に規定する『一般に  

公正妥当と認められる企業会計の基準に従って処理されている』ものに該当  

しないものとする」としている。したがって、ここでの「一般に公正安当と  

認められる企業会計の基準」は企業会計原則に基づきつつ、かつ、適法なも  

のと言える。  

2 商法監査制度   

現在の商法に基づく監査制度は、商法第281条以下の規定と株式会社の監  

査等に関する商法の特例に関する法律（以下「監査特例法」という）の規定   

により、資本の額が5億円以上又は負債の合計金額が200億円以上の株式会  

社（以下「大会社」という）の監査と資本の額が1億円以下の株式会社（以  

下「小会社」という）の監査そしてこれら以外の株式会社（以下「中会社」   

という）の監査の三段階に区分できる。   

大会社の監査は、監査役による会計監査に加えて会計の専門家である公認  

会計士又は監査法人から選任される会計監査人による会計監査を受けなけれ   

ばならない。監査特例法に基づく具体的な手続きは概ね次の通りである。  

① 取締役は定時総会の余日の8週間前までに計算書類を作成して、これを   

監査役及び会計監査人に提出しかナればならない。また4週間前までにそ   

の付属明細書を監査役及び会計監査人に提出することを要する。  

（む 会計監査人は、前記の書類を受領したときは、その日から4週間以内に   

営業報告書を除いた計算書類についての監査報告書を作成して、それを取   

締役及び監査役に提出しなければならない。また、附属明細書を受領した  

日より2週間以内にその監査報告書を監査役及び取締役に提出しなければ  

ならない。   
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③ 監査役は、会計監査人の監査報告書を受領した日より1週間以内に、監   

査報告書を取締役に提出し、かつその謄本を会計監査人に送付しなければ   

ならない。附属明細書に関する監査報告書の場合は取締役に提出するのみ   

で足りる。  

④ 定時総会の会日の2週間前に発送される総会の招集通知には、計算書類   

とそれに関する会計監査人及び監査役の監査報告書の謄本を添付しなけれ   

ばならない。  

（9 取締役は、定時総会の会日の1週間前より、計算書類、附属明細書およ   

びそれらに関する会計監査人と監査役の監査報告書を本店に備え置き、株   

主・会社債権者の閲覧に供さなければならない。   

これら一連の手続きで明らかなことは、監査役は会計監査の面では実質的  

に会計監査人による監査に依存する形をとることで両者の手続きの重複を避  

け、監査役の監査は業務監査に重点を置くことができるようにしている。監  

査期間について、会計監査人に4週間、監査役に1週間の日数が用意されて  

いるということ、そして監査役は会計監査人の作成した監査報告書を利用す  

ることができることからも、会計監査人の専門家としての知識と能力を十分  

に活用して監査役が監査意見を述べることとしているのである。   

中会社と小会社の監査では、会計監査人の会計監査が義務づけられておら  

ず、中会社では監査役が会計監査と業務監査を行うこととされているのに対  

し、小会社では監査役は会計監査のみを行えばよいこととされている。商法  

に基づく具体的な手続きは概ね次の通りである。  

（D 株主総会は決算期から3カ月以内に開催されなければならず、取締役は   

計算書類を定時総会の会田より7週間前に監査役に提出しなければならな   

い。  

（D 取締役は附属明細書を、計算書類を提出した日から3週間以内に、監査   

役に提出しなければならない。  

（∋ 監査役は計算書類を受領の日から4週間以内に監査を行い、監査報告書   

を取締役に提出しなければならない。  

（商法281，281ノ2，281ノ3）   
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3 会計監査の特質   

わが国の会計監査は、昭和31年12月25日に大蔵省企業会計審議会の中間報   

告として公表された「監査基準・藍査実施準則・監査報告準則」に基づいて   

実施されている。税務調査との対比を念頭に置けば、会計監査について次の   

ような特質をあげることができる。  

（D 相当の専門的能力と実務上の．経験とを備え、高度の人格を有し、公正な   

る判断を下しうる立場にある監査人により実施されなければならない。   

② 監査手続きは企業の事情により異なるものだが、監査に対する信頼性を   

高めるとともに、監査人の任務の範囲を限定するために監査基準等が定め  

られている。   

③ ≡監査人は、監査基準等に従い、常に公正不偏の態度を保持しながら適正   

な監査手続きを実施して、職業的専門家としての正当な注意を払って、監   

査報告書を作成し、監査意見を表明しなければならない。  

（む 監査の対象は、財務諸表に関係する全取引となるが、全取引を精査する  

ことは現実的には不可能であるので、内部統制の状況を把撞し、監査対象   

の重要性、監査上の危険性その他の諸要素を十分に考慮して、試査により   

監査を実施する。商法監査及び証券取引法監査にあっては、債権者保護及  

び一般投資家保護の視点が色濃く現れ、粉飾決算の有無に重点を置いた監   

査手続きが取られていると言える。   

⑤ 監査対象たる企業と監査人は委任契約により、監査の概要を取り決める   

が、監査人が受ける報酬の額により契約内容が制約を受け、監査に携わる   

人員、監査の範囲く、日数等監査の深度にかかわる要件は、両当事者の合意  

により決められる。  

（参 監査人は、業務上知1り得た事項を正当な理由なく漏えいし、又は窃用し  

てはならない。  

4 会計監査の国際化   

人の往来が物の往来を招き、物の往来に呼応して資金の移動が活発化する。   
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人、物、資金の国際間の移動は、企業会計を国際化させ、会計の国際化は会  

計監査の国際化となって経済活動の主体たる企業に関わってくる。会計監査  

の国際化は、監査報告の国際化の必要性という側面と、監査対象の国際化と  

いう側面の二面から捉えることができ・る。   

昭和36年、ソニーがニューヨークでADR（American Depositary Rece－  

ipt）〔米国預託証券〕を発行したのを皮切りに、欧州での転換社債やEDR  

（EuropeanDepositary Receipt）〔欧州預託証券］の発行にみられるよう  

に海外での資金調達が盛んに行われることとなった。海外での資金調達のた  

めには、海外の投資家が納得できる水準の監査済財務諸表による企業の財政  

状態及び経営成績の情報開示が求められた。それぞれの企業は、わが国の会  

計基準に基づく財務諸表を作成し、わが国の監査基準に基づく会計監査を受  

けると同時に、米国あるいは欧州の会計基準に基づく財務諸表を作成し、そ  

れぞれの国の監査基準に基づく会計監査を受けるという「二重監査」の状況  

が発生したのである11）。   

一方、企業が海外に支店、工場、子会社等を設置する海外直接投資が盛ん  

になると、海外拠点が独自の決算を組み、所在地国政府への報告義務や納税  

申告義務を履行する必要が生ずる。支店や工場の財務諸表は、本店の財務諸  

表に合算されることになり、子会社の決算内容はその重要性に基づき財務諸  

表の注記事項とされたり、附属明細書に記載される。海外に所在する支店、  

工場、子会社等は、勿論重要な監査対象であるから、本店の監査人は、内部  

統制の有効性を評価したうえで、海外拠点の監査を自ら行うか、あるいは現  

地の監査人の行った監査報告書を利用して監査意見を表明するかを決定しな  

ければならない。監査対象が国際化することにより、海外拠点の財務諸表を  

本店の財務諸表に合算するにあたっての会計基準の調整の必要性も生ずる。  

本店の会計基準により海外拠点の会計処理が行われていればそのまま合算で  

きるが、海外拠点では現地の会計基準により会計処理がなされていたとする  

と、海外拠点の決算をわが国の会計基準に修正したうえで本店の財務諸表に  

合算する必要がある12－。   
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近年、著名な日本企業の海外支店等を舞台にした多額な簿外取引や不正取  

引が、内部告発や検察庁による強制捜査の結果として明るみに出てきている  

が、共通点を探してみると、次のような事項が挙げられる13）。  

（∋ 取引事実を知っている者がごく少数で、計画的に隠蔽工作が行われてい   

ること  

（参 海外との取引又は海外での取引であること  

③ 金融取引や商品取引といった専門性の高い取引であること  

④ 内部牽制制度が十分に機能しておらず、たとえ内部調査で把握されても   

企業自らその事実を公表したものではないこと   

これらの取引について、企業と監査人の間でどの様な委任契約が締結され、  

どの様な監査手続きが取られ、どの様な指導が行われていたかは明らかでは  

ないが、監査人がこれらの簿外取引や不正取引を把握できなかったのは確か  

である。企業会計の国際化にともなう監査の困難性は多分に監査対象の国際  

化に起因しているように思える。   

上記の共通点の（∋に関しては、「会社が意図的に隠蔽工作を行った場合に  

は、通常の監査手続を実施しても会計監査人は不正取引の事実を把握する事  

は困難な場合が多い」という議論がなされている。限られた時間と費用のも  

とで、可能な監査手続を実施し、巧妙に隠蔽工作がなされた取引を解明し、  

監査意見を述べるという作業は相当の困難性を伴うということは十分に理解  

できることである。しかしながら、企業が意図的に隠蔽した巨額な簿外債務  

を看過して適正意見が表明されたとした場合の、企業を取り巻く利害関係者  

に及ぼす影響の重大性を鑑みるとき、会計監査の存在意義をもう一度問いな  

おしてみる必要があるのではないだろうか。企業内の情報から遠い立場にあ  

る利害関係者は、会計監査人の監査が適正に実施され責任のある意見表明が  

なされていることを拠り所に、それぞれの意思決定を行うのである。会計監  

査の存在意義は、不注意や知識不足による細々した会計処理の誤りを是正す  

ることよりも、むしろ利害関係者に重大な影響をもたらすような事実の隠蔽  

を許さず、企業をして全ての必要な情報を開示させる事にあるのである。そ   



70   

のためには、会計監査人が十分な監査手続を実施できるだけの条件を備えた  

監査契約が締結されねばならないし、仮に監査契約上の制約から十分な監査  

が実施されず、会計監査人が適正意見を表明する自信が持てない場合には、  

意見を差し控えるか限定付きの意見表明をすべきであろう。   

次に、②及び（∋の点についてであるが、これらは会計監査人の専門性と監  

査技法の問題に関係する。海外との取引の監査及び金融取引や商品取引とい  

った専門性の高い取引の監査は、それらの業種業態、商慣習、関連法規、外  

国語等に精通した監査人でなければ効率的に十分な監査を実施することはで  

きない。そこで、全ての能力を兼ね備えた監査人を求めることは現実的では  

ないから、個別の専門性を待った監査人がチームを親んで監査に当たる方式  

を採用すべきと考える。また、海外拠点の監査については、海外拠点の所在  

国の監査制度の信頼性、海外拠点自体の内部牽制制度の信頼性等を勘案し、  

現地の監査人の監査報告に依存すべきか、日本の監査人が現地に赴いて監査  

すべきかを決定しなければならない。   

最後に④の内部牽制制度の問題であるが、これは企業倫理に関わる問題で  

あり、企業を構成する経営者、役員そして従業貞それぞれの倫理が求められ  

る。ただ、人間は不完全な存在であり、与えられた環境によって時には失敗  

をしたり不正行為を行ったりする場合もある。それを想定して、問題が大き  

くなる前に手当てするシステムが内部牽制制度であると見ることができる。  

この内部牽制制度のシステム上の重大な欠陥が、企業はもちろん利害関係者  

にまで大きな損害をもたらしたひとつの例が、D銀行ニューヨーク支店での  

できごとである。この事件の中心人物がその手記の中で述べている。「私は、  

1976年D銀行ニューヨーク支店に入行、約1年後に係主任になりました。ま  

た1980年頃より有価証券投資も任され、82年には100万ドルの変動金利債の  

枠も与えられました。ところが83年に5万ドルの損失を出し、それを補喝す  

るため、米国債の無断取引を行い、さらに損失が膨らみました。84年にはD  

銀行の資金5万ドルを自分名義の別の銀行の口座に移しました。86年には・  

‥カストデイ業務を行う許可を取得しました。許可に反し支店幹部はダウ   
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ンタウンで証券保管業務と証券売買業務を同時に私に担当させました。88年  

になり二人の同僚が私の無断取引に加わり、89年に三人で合計25億ドルのポ  

ジションを持って3億5千万ドルの損をしました。また1988年に52万ドルの  

資金を私が支配力を持つ他人名義の口座に送金し、証券、先物、不動産投資  

に流用しました。資金の出所を隠すために、資金をひとつの口座から他の口  

座へと移動させました。92年FRB検査中、トレーダー4人をミッドタウン  

のディーリングルームに移し、そこで証券売買業務を行っているように偽装  

工作をしました。93年の検査時にはその行為を自白し、体制を是正したと報  

告しましたが、現実には支店幹部の了解のもと、私が従来通り証券取引部門  

を統括しました。」（4－。ここで明らかなことは、本来相互に牽制すべき職務が  

一人の人間に集中し、不正取引を知りうる立場にあった者が何人もいたにも  

かかわらず、事態が取り返しがつかなくなるまで見ないふりを決め込んでし  

まったということである。このようなケースで外部監査がなしうる役割は、  

書類、金、物そして人の流れを的確に把撞し、チェック機能が十分に働く内  

部牽制制度になっているかどうかを良く検討したうえで、会計監査を実施す  

ることである。  

5 公認会計士監査の国際水準化   

公認会計士が財務諸表を「適正」としたはずの金融機関や企業が、その直   

後に倒産したり、巨額の簿外負債が見逃されていたといった事例が続出して   

いる現状について、上村達夫教授は次のように述べている。「今日、日本の   

企業社会はルール不在ともいえた過去を反省し、行政による事前の介入を中   

心とする体制からルール中心の司法型システムへの転換を目指している。・   

‥・これまで日本の企業社会に法的視点が欠如していたことは事実である。   

とくに、会計1・監査の分野では公正な会計慣行の集約とされる企業会計原則   

の権威を強調するあまり、ことさらに法的視点を排除する雰囲気が強かった。   

このことと、会計規範・監査規範が有効に機能してこなかったこととの周に   

は、深い関係があるように思われる。… ・確かに、財務諸表監査は財務   
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諸表の適正性に関する意見を述べるものであり、会社不正の摘発を目的とす  

るものではないというのが従来の監査論の立場である。この論理に立つと、  

監査基準に沿って帳簿上の記載をよりどころとする試査を行い、問題がなけ  

れば適正なのだから、帳簿に載らない簿外債務や経営者不正が分からないの  

は当然ということになる。・・・・」‘引。   

日本公認会計協会は、バブル経済崩壊後の住宅金融専門会社や著名な金融  

機関の経営破綻を契機に、平成8年3月に銀行等監査特別委員会を発足させ、  

金融機関等に係る監査業務の見直しを行っている。1980年代後半に、米国の  

中小貯蓄金融機関（Savings and LoanAssociations）が預金金利自由化  

の進展の中、信用リスク管理の失敗により経営破綻したが、これによる金融  

システム不安問題解決のための対応策を参考に、同時別委員会は次のような  

報告を行っている。  

報告第1号「銀行の海外支店監査に関する実務指針」  

報告第2号「銀行等金融機関の内部統制の有効性の評価に関する実務指針」  

報告第3号「銀行等金融機関のデリバティブ取引の監査手続に関する実務指  

針」  

報告第4号「銀行等金融機関の資産の自己査定に係る内部統制の検証並びに  

貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」  

報告第5号「銀行等金融機関の資産の品質管理に関する実務指針」   

公認会計士監査の国際水準化にむけて、吉田康英助教授は、金融機関監査  

に関連して、規制当局と金融機関、そして公認会計士との関係を念頭に次の  

ような検討項目を掲げているt引。  

（∋ 内部統制・法遵守性に係る有効性の報告対象化  

金融機関経営における内部統制及び法遵守性の重要性に鑑み、本邦でも   

米国の連邦預金保険公社改善法（FederalDepositInsurance Corporati－   

onImprovement Act of1991）にて導入された、経営者による自己点検   

評価書の作成・公表を義務づけ、これを公認会計士がチェックする方式を   

検討すべきである。   
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②∨監査手続以外の保証手続の考え方の導入  

金融機関経営者による内部統制及び法遵守性の自己点検評価書の内容を   

公認会計士がチェックするとした場合、その手続及び結果に関する公認会   

計士の責任範囲を詰める必要がある。  

（∋ 監査手続における企業の継続性テストの採用  

金融機関と公認会計士間の責任区分を線引きする新たな手段が、内部統   

制及び法遵守性に関する自己点検評価書であるならば、公認会計士と規制   

当局間の責任区分を線引きする手段が企業の継続性テストと位置づけでき   

る。  

（彰 公認会計士監査における自主的品質管理の向上  

日本公認会計士協会では、異なる監査事務所による米国型のピア・レビ   

ュー（Peer Review：公認会計士業界の自主規制策）に代えて、同協会   

の監査業務審査会等にて個別監査事案の適正性を検討、改善施策を報告す   

ること等を通じて同様の効果を得るような機構作りの途中にある。少なく   

とも自らの事務所外からチェックを受けることによって、良い意味での緊  

張関係が生まれることは望ましいことである。事後的審査につき、日本公   

認会計士協会によるその結果の公表も踏まえた透明性の高い仕組みの早期   

完成・実行が望まれる。  

また、金融機関監査に関与する公認会計士はその高い監査リスクを勘案、   

一定の金融知識及び監査能力を擁することが必要である。米国では中小貯   

蓄金融機関破綻に際して、規制当局等による公認会計士を相手取った訴訟   

が噴出した。実際には、訴訟費用との兼ね合いから公認会計士側が和解金   

を支払うことにて決着を見るケースが大半であったっが、和解条項として   

金融機関専門のパートナー設置と一定の研修（特に与信査定）を経た監査   

スタッフによる従事が課されている。  

銀行等監査特別委員会は、平成8年7月25日に報告第1号「銀行の海外   

支店に関する実務指針」を公表し、本邦監査人が銀行の海外支店に係る財   

務諸表監査を夷施するにあたって、特に留意すべき事項を明らかにしてい   
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る（7，。   

同報告の中で指摘されている海外支店監査の特徴は次の二つである。  

① 幾つかの海外支店はデリバティブ取引、有価証券ディーリング等の複雑   

な又は金額的に重要な取引を行っており、また、支店によってはその業務   

規模が極めて大きく、国内支店とは異なり、多額の信用リスク、市場リス   

ク等に晒されている場合がある。  

② 海外支店は本店の監視下から地理的に離れており、また現地の言葉によ   

るコミュニケーションの問題、現地特有の業務慣行の存在、複雑な現地の   

法規制や監督当局の規制等から邦人管理者にとっては管理業務は容易なも   

のではなく、一般に高いオペレーションリスク及び法務リスクに晒されて   

いる可能性がある。   

以上のような現状に鑑み、次のような監査実施上の留意点を掲げている。  

（∋ 海外支店監査の監査報告書上の第一義的な責任は、常に本邦監査人にあ   

る。監査リスクの程度に合わせて往査対象支店及び監査対象項目を決定す   

る。監査手続を実施するに当たっては、リスク管理体制の状況を検討し、   

内部統制組織の整備、運用状況を把握して、しかるべき監査手続を実施す   

る。往査対象外の支店についても、社内規定の整備状況や、予算、決算等   

の報告書の検討を行い、検査部門や行政当局の検査報告を閲覧するなどし   

て、管理体制が有効に機能しているかどうかを確認する。  

（参 監査計画策定時、監査実施時には、内部監査担当者、法令遵守担当者及   

び業務監査を行った外部専門家の結果報告を利用する。  

（∋ 規模の大きな支店又は地域統合支店に対して効果的な監査を実施しよう   

とする場合、現地の適切な資格を持つ監査人を利用することが合理的な場   

合がある。現地監査人の監査結果を利用する場合には、日本の会計基準、   

監査基準に基づいた財務諸表監査の一環としての海外支店監査であること   

を、現地監査人に理解させ、本邦監査人の指示に基づく監査を実施する。   
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〔注〕  

（1）等松・青木監査法人編『会計監査国際化の実務』（中央経済社 昭和56）1頁  

（2）等松・青木監査法人編 前掲書（1） 5頁～8頁  

（3）（日本経済新聞 平成7．11．4 平成8．2．29朝刊等）  

井口俊英『告白』（The Confession）（文芸春秋 平成7）  

D銀行ニューヨーク支店が、米国債の不正取引に絡み約1，100億円の損失を出し、  

これを隠蔽し、米国内での全業務の停止命令を受け、356億円にのぼる罰金を  

科された。  

（日本経済新聞 平成8．6．14朝刊等）  

S商事の非鉄取引部門の前責任者が、過去10年間にわたってロンドン金属取引  

所を中心とする国際金融商品市場において、鋼の不正売買を繰り返し、総額約  

1，960億円の損失を出していた。  

（日本経済新聞 平成9．11，24朝刊等）  

Y証券が、80年代から含み損を抱えた有価証券を顧客の企業間で転売する「飛  

ばし」を繰り返し、バブル崩壊で抱えることになった巨額な有価証券の含み損  

（約2，000億円）を、ケイマン諸島に設立した実態のない子会社等に移し、簿外  

債務としていた。  

（4）井口俊英 前掲書（3）99貢～100頁  

（5）吉田廉英「金融機関に対する公認会計士監査の方向性一米国での事例と本邦への  

示唆－」（JICPジャーナルNo．513平成10年4月）87頁～91頁  

（6）上村達男「経済教室 企業監査、公益性重視で」（日本経済新聞 平成10年5月  

8E】朝刊）  

（7）日本公認会計士協会 銀行等監査特別委員会報告第1号「銀行の海外支店監査に  

関する実務指針」（企業会計 Vol．48No．10 平成8）137頁～139頁  

第3節 税務調査  

わが国の法人税法は、法人税の公平・確実な賦課徴収のために必要な資料  

の取得収集を目的として、課税要件事実について関係者に質問し、関係する  

物件を検査する権限である質問検査権を税務職員に認めている（法法153条   
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以下、法法156条の二）。質問に対する不答弁ならびに検査の拒否・妨害に対  

しては刑罰が科される（法法162条（さ）ため、質問、検査の相手方には、そ  

れが適法な質問・検査である限り、質問に答え検査に応ずる義務があること  

になる。質問・検査とは公権力の行使を内容とする事実行為であると言え  

る11j。  

1 税務調査の特質   

税務調査の具体的な内容である質問・検査は、客観的な必要性が認められ   

る場合に行うことができるとされるが（法法153条以下）、調査の必要性の有  

無、いつ誰に対してどの様な質問をし、いつどの様な物件を検査すべきかは、  

極めて専門的な判断を必要とする問題である12■。   

質問の相手方は、納税義務者たる「法人」、「法人に射し、金銭の支払若し   

くは物品の譲渡をする義務があると認められる者」、「金銭の支払若しくは物  

品の譲渡を受ける権利があると認められる者」であり、検査の対象は「事業  

に関する帳簿書類」である（法法154）。   

税務調査にあたる税務職員は、質問・検査を行う場合には、その身分を示  

す証明書を携帯し、関係人の請求があったときには、これを提示しなければ  

ならないこととされている（法法157）。   

わが国が採用している申告納税制度は、第一義的には納税者たる企業が自  

社の経済活動について「真実な」会計処理を行い、法令に基づいた決算を組  

み、法人税法に則った課税所得金額を計算して税額を確定し、納付すること  

によって成立する。ここでは、企業が社会的な存在として、高い遵法精神の  

もとで行動することが期待されている。税務調査は、企業の「自己賦課」が  

適法に行われ、申告納税制度が健全に機能しているかどうかを確認するプロ  

セスとして位置づけることができる。その税務調査の特質を、会計監査の特  

質に対応させながら、検討してみることとする。  

① 法人税法上、質問検査権を行使できるのは、「国税庁の当該職員又は法   

人の所轄税務署若しくは所轄国税局の当該職員」（法法153）とされており、   
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具体的には、大蔵省設置法（昭和24年法律144号）、大蔵省組織令（昭和27   

年政令386号）及び大蔵省組織規定（昭和24年大蔵省令37号）により法人   

税法上の質問検査権を行使して事務を行う担当部署に所属する国家公務員   

である。税務調査を行うにあたっても、当然のことながら専門的な知識と   

経験を有し、適正公平な判断ができる人格を持った着である必要がある。  

（診 税務調査の手続は、企業の事情により異なるものであるが、経済取引の   

多様化、国際化、機械化等に対応できる専門知識と実務経験を備えた調査   

官により実施されなければならない。  

（参 税務調査を担当する職員は、関連する法令に従って、公正不偏の立場か   

ら事実の確認を行い、企業の申告所得金額に誤りがある場合には、厳正に   

課税処分を行う。  

④ 税務調査の対象は課税対象とすべき全法人である。さらに、それらの法   

人の課税処分が可能な全事業年度が対象となり、当該事業年度に係る全取   

引が対象となる。法人税法は確定決算主義を採用しているので、企業の内   

部牽制組織に依存した監査済（監査を受けない企業を除く）の財務諸表が   

基本となり、個別企業の過去の調査の状況、業種業態、財務分析の結果、   

取引に関する資料情報といった諸要因を十分検討の上、調査対象取引を絞   

り込んで調査が実施される。適正、公平な課税の実現を目的とする税務調   

査にあっては、不正、誤謬により課税所得が過少に計算されている事項に   

重点を置いた調査手続が取られる。また、不正計算等が連鎖的に関係取引   

先等に及ぶ場合には、これらの企業等にも調査の範囲を広げ、適法な課税   

所得金額の計算と納税が図られる。  

（9 税務調査を担当する職員は、法令に規定された国家公務員としての職務   

として、調査事務に当たり、調査対象たる企業は法令上に規定された義務   

としてこれを受忍する。調査に携わる人員、調査範囲、日数、調査手法等   

調査の深度にかかわる要件は、担当職員の所属長の判断に委ねられている   

といえる。また、会計監査においては、監査報告の期限が定められている   

が、税務調査にあっては、法定の除斥期間内であれば課税処分が可能であ   
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り、複雑、困難な事案については事案相当な調査手続が取られている。  

⑥ 税務調査を担当する職員は、国家公務員法第100条ならびに法人税法第  

163条に基づく守秘義務が課され、質問・検査の過程で知りえた事実を外   

部に漏らしてはならない。  

2 税務調査の国際化   

わが国の企業は、昭和40年代の高度経済成長とともに海外進出を飛躍的に   

進展させ、昭和55年の「外国為替及び外国貿易管理法」の改正に伴い、量的   

な拡大に加えて海外投資形態の多様化に拍車がかかった。企業活動の国際化   

につれて、法人税制の国際化の対応が順次図られてきている。すなわち、昭   

和28年に外国税額控除制度が導入され、昭和53年にタックスヘイブン対策税   

制、昭和61年に移転価格税制、そして平成4年に過少資本税制が導入された。   

税制の整備に合わせて、国税庁における執行体制も整備されてきている。   

すなわち、従来、国税審議官が国税庁の所管行政に属する国際的に処理を要   

する事項についての調査、企画及び立案に参画し、関係事務を総括整理して   

いたが、昭和61年に長官官房総務課に国際業務室（後に国際業務課となる）   

を新設し、国際的に処理を要する事項に係る事務並びに国際協力及び海外と   

の連絡に関する事務を所掌させた。昭和62年には調査査察部に国際調査管理   

官を配置し、調査課の事務のうち移転価格税制の執行を含む海外取引に関す   

る事務を担当させている。昭和57年には東京国税局に海外取引調査（研修を   

含む）を専担とする国際調査専門官が配置され、順次増員が図られて、平成   

9年末現在全国で54名が配置されている。平成6年には海外取引に係る複雑、   

困難事案の調査、指導等を行う主任国際調査専門官が東京国税局に新設され、   

平成9年末現在全国で2名配置されている。また、昭和60年に東京国税局に   

海外取引に係る調査（研修を含む）及び指導等を担当する国際調査課が新設   

され、平成9年末現在4国税局に国際調査課が設置されている。一方、昭和   

62年には東京国税局に移転価格税制に係る調査（研修を含む）及び指導等を   

行う調査情報専門官（後に国際情報専門官に改称）が配置され、同時に調査   
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情報課（後に国際情報課に改称）が新設された。平成9年末現在2国税局に  

国際情報課が設置されており、4国税局の調査管理課及び国際情報課に34名  

の国際情報専門官が配置され、移転価格税制に基づく調査・指導に当たって  

いる。さらに、平成3年に海外取引を行う法人を多く所掌する大規模税務署  

に、海外取引調査及び指導を専担する 

年末現在、全国で国際調査情報官は55名配置されている。この他に、各所属  

事務系統の国際関連の調査及び指導等を行う、課税部資料調査課の国際調査  

専門官、査察部の査賓国際専門官等が配置されているt3－。   

ここで、会計監査の国際化で取り上げた著名な日本企業の海外支店等を舞  

台にした多額な簿外取引や不正取引の例を思い起こしてほしい。これらの事  

例は海外との取引又は海外での取引を利用した多額な粉飾決算を会計監査が  

発見できなかったものであるが、これらの取引について税務調査で把撞され  

ていたかいうと、これも否定せざるをえない。なぜなら、仮に税務調査にお  

いて簿外債務を発見したとすると、租税法に従って課税処分を行わねばなら  

ず、課税庁は減額更正を行わなければならないからである。税務調査の特質  

において述べたように「税務調査の対象は課税対象とすべき全法人であり、  

それらの法人の課税処分が可能な全事業年度が対象となり、当該事業年度に  

係る全取引が対象となる」ことから、全ての調査対象取引を網羅して事実の  

確認を行い、適法性のチェックを行うことはできない。そのため、仮装隠蔽  

に基づく税の脱漏や金額あるいは科目の重要性のある誤謬に重点を置いた調  

査手続が取られることとなる。〉必然的に、簿外債務の発見を目的とした調査  

手続が採られることはまずないと言える。少し具体的な話になるが、項目別  

の税務調査の手続について触れておきたい。税務上の是否認項目には大きく  

分けて、不正取引に係る項目と簡易な誤謬に係る項目とがある。不正取引に  

係る項巨＝こも、帳簿書類に記帳のある項目と、帳簿書類に記帳のない項目と  

がある。すなわち、「架空仕入れ」や「架空人件費」などはL帳簿に記帳のあ  

る項目で、証拠書類を確認したり取引相手方の確認を取ることにより事実の  

解明が可能である。一方、「売上除外」や「棚卸資産の除外」などは帳簿に   
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記帳のない項目で、これらの項目を把握するためには、納税義務者が自主的  

に琵出してくる証拠書類を検討する作業はほとんど意味を韓たず、資料情報、  

現物確認調査、内部告発、金融機関調査により資金の流れを解明すること、  

取引先の反面調査といった補完的な手続があって漸く事実の把撞と解明が可  

能なのである。これが、海外との取引又は海外での取引を調査する場合には、  

一層困難なものとなる。会計監査の国際化において述べたことがここでも当  

てはまる。すなわち、計画的に隠蔽工作された極めて専門姓の高い海外取引  

を調査解明するためには、当該隠蔽工作に関わった取引担当者及び経理担当  

者と同等の貿易実務や外国為替の知識、国際課税関遵法規や租税条約の知識  

および外国語で記載された書類の読解力を持った調査官が調査を行う必要あ  

る。全ての能力を一人の調査官に求めるのは難しいことから、税務の執行体  

制においても専門的な能力を持った調査官のチームによる調査体制が試みら  

れている。海外取引の場合、取引相手方が外国にあるため、たとえ取引に疑  

わしい点があっても、国内取引のように反面調査が容易にできないことは、  

税務調査を一層困難なものにしている。海外拠点の調査の点では会計監査と  

事情が異なる。会計監査では現地監査人の監査報告に依存した監査意見の表  

明という方法が選択肢としてあるが、税務調査が日本政府による公権力の行  

使を内容とする事実行為である以上、調査は質問検査権を行使して事務を行  

う担当部署に所属する国家公務貞により実施されなければならない。そのた  

め、多くの場合、海外に保奮されている帳簿書類を日本に取り寄せて、税務  

調査が実施されている。会計監査でも言えることであるが、税務調査の基本  

は、取引を行った当事者に、取引関係資料の原本に基づいて、直接説明を聞  

き、取引事実を正確に理解して、会計処理の適正性をチェックし、法令を公  

平に通用することである。そこで、問題となるのが次章で取り上げるパート  

ナーシップ等の事業組織にわが国の企業が投資している場合の会計監査と税  

務調査のあり方である。   
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〔注〕  

（1）金子宏『租税法 第6版補正版』（弘文堂 平成10）548頁～549頁  

（2）最決昭和48年7月10日刑集27巻7号1205頁、前掲最判昭和58年7月14日名古屋高  

判昭和48年1月31日行裁例集24巻12号45頁、大阪高判平成2年6月28日月報37巻  
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第2葦 パートナーシップの租税法上の位置づけ  

第1節 パートナーシップ  

わが国の法人税法は、法律により「法人格」を付与された法人に法人税を  

課すという原則的な考え方をとってきた。しかし、経済活動を行う事業組織  

の中には、たとえ法人格はなくても法人税の課税が安当なものがあることか  

ら、昭和32年に「人格なき社団等」を法人とみなして、その収益事業に法人  

税を課すこととする改正が行われた㌔ また、民法上の組合及び商法上の匿  

名組合については、組合を納税義務者とせず組合員に課税する方式をとって  

きた。   

今日、わが国企業の海外投資形態は多様化し、日本にはない海外の事業組  

織への出資が盛んに行われるようになってきた。すなわち、不動産投資や映  

画制作、配給等を目的とした外国パートナーシップへの投資であり、航空機  

や船舶等のレバレッジド・リースを行う外国パートナーシップへの投資がそ  

の例である。取引相手国として最も緊密な関係にあるアメリカ合衆国を例に  

取ってみれば、1994年における株式会社の数が約430万社であるのに射し、  

パートナーシップは約150万件を数え、経済活動を行う事業組織としてパー  

トナーシップは非常に大きな存在となっている（2′。   

これに射し、わが国の法人税法は外国で組織された非法人組織について、  

具体的な取扱規定を定めておらず、租税会計上の少なからぬ混乱がみられる。  

また、企業会計をみてみても、明確な会計処理基準が示されていない。  

1 パートナーシップの生成と発展   

パートナーシップの歴史は紀元前のハムラビ法典にまで遡り、古代ギリシ   

ャ、ローマ時代を経て、中世ヨーロッパにおいて商業上重要な役割を果たし、   

発展してきたと言われる㌔   

10世紀のイタリアでは地中海沿岸都市の海上貿易において、コンメンダ   
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（Commenda）と称する商取引上の契約が発達した。これは、資本家（Co－  

mmendator）が企業家（Tractator）たる船長に船舶及び金銭、商品等を醸  

出し、海外での交易により利益を上げることを委託し、企業家は海外で貿易  

を行って得た利益を帰国後に資本家に分配するというものであった。企業家  

が事業の主体として対外関係をつかさどり、有限責任の資本家は表に現れな  

い、わが国の商法上の匿名組合に類似した契約形態であったとされる。その  

後、海外貿易の組織化・大規模化にともない資本家の数が増加していき、一  

つの発展形態として資本家自身が事業に共同参加する形態が現れた。この時  

期の共同事業組織はコレガンチア（Collegantid）またはソヰユタス（Societ－  

as）とよばれた。15世紀頃から、コレガンチアは、資本家と企業家の両方が  

対外的に共同事業者として名前を出すアツコマンジータ（Accbmmandita）  

と、企業者のみが対外的に事業の主体として現れるパルティチパテオ（Par－  

ticipatio）の二つに分化していった。その後、アツコマンジータが合資会社  

として主にフランスで普及し、パルティチパチオが匿名組合としてドイツで  

発達していった。両国の法制は当初はそれぞれの制度のみを定めていたが、  

今日では両国とも商法典に両方の制度を取り入れ、＼わが国の商法もそれに従  

っている仙。   

米国の法制はイギリス法を継受、発展させたものであるが、パートナ⊥シ  

ップの制度もその源流をイギリス法に求めることができる。イギリスでは、  

ゲルマン民族が移住してきた時代に持ち込んだゲルマン法の伝統が維持され、  

その慣習法を統一してコモン・ローが発展したが、パートナーシップに関し  

ても、古くから発達してきた商慣習を採用してコモン・ローとし、これが集  

大成されてイギリスのパートナーシップ法（Partnership Act1890）とな  

った。イギリスのコモン・ローには合資会社に相当する制度が存在せず、く大  

陸法上の制度をリミテツド・パー トナーシップとして導入した（Limited  

Partnership Act1907）。米国では、企業組織法の制定は州でなされるが、  

各州の判例により発展してきたコモン・ロー上のルールや州の立法の統一化  

を推進する目的で、統一州法委員会全国会誅（The NationalConference   
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0f Commissioners on Uniform State、Law）が1914年に統一パートナー  

シップ法（Uniform Par七nership Act）を採択し、1976年に統一リミテッ  

ド・パートナーシγプ法（Uniform Limited Partnership Act；1983修正）  

を採択した。イギリスでは、パートナーシップは組合員の人数に制限があり、  

小規模のものに限られており、リミテッ ド・パー トナーシップは普及してい  

ない。一方、ん米国におけるパートナーシップは、個人事業者、法人に並ぶ事  

業組織に発展している㌔  

2 米国のパートナーシップ   

米国の統一パートナーシップ法第6条1では、パートナーシップとは「二   

人か又はそれ以上の者が共同所有者として営利を冨的に事業を行う団体であ  

る」と定義している。一方、内国歳入法典第761粂では、パートナーシップ   

とは「シンジケート（Syndicate）、グループ（Group）、プール（Pool）、ジ   

ョイント・ベンチャー（Joint venture）その他非法人の組織で、それら組織   

を通じて、事業活動、金融活動、投機活動を行うもので、本編（subtitle）   

で、法人、信託及び遺産財団に該当しないもの」と定義している。また、レ   

ギュレーション§1．761－1（a）によれば、「パートナーシップという用語は、慣   

習法上のパートナーシップよりも広い概念である」とされ、パートナーシッ   

プにあたるかどうかは、単に契約関係や名称の形式のみにとらわれることな   

く、実質的な事業形態をもって判定されてきだ引。   

米国内国歳入法におけるパートナーシップと法人（corporation）の分類の   

方法は、1996年まで法人の特徴とされる六つの基準への適合性のテストによ   

り判定する方式が採られていた。すなわち、法人の特徴（corporate carac－   

teristics）とされる基準として次の六つの基準を掲げている。（D団体性（ass－   

ociates）、②営利目的の事業を行い、利益を分配する目的を有すること  

（the objective to carry on business and divide the gains therefrom）、  

③組織の永続性（continuity oflife）、④経営の中央集権化（centralizL   

ation of management）、⑤出資者の有限責任（1imitedliability）、⑥持分   
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の自由譲渡性（free transferability ofinterests）これらのうち①と②の  

特徴はパートナーシップと法人に共通しているため、実際上は③から⑥まで  

の四つの基準のうち三つ以上の基準を満たせば法人と判定され、二つ以下の  

基準しか満たさなければパートナーシップとして課税される。実務的には各  

州が準拠している統一パートナーシップ法典、統一リミテッド・パートナー  

シップ法典の規定卑こ準拠して組取・運営されているパートナーシップは、原  

則として税務上もパートナーシップに該当すると考えられていだ7－。  

3 パートナーシップ課税の、自由選択  

タックス・プランニングの進展に伴い、法人と同様の事業を行いつつ税務   

上はパートナーシップの取扱いを受ける事業組織が増加してきた。その例と   

してリミテッド・ライアビ1）テイ・カンパニー（Limitedliabilitycompa．n－   

y：以下LLCとする）があげられる。LLCの発祥は、1874年から1881年の   

間にペンシルベニア州やミシガン州等で組成されたPartnership associati－   

On又はLimited partnership association拉遡るが、1977年にワイオミン   

グ州で初めて法制化され、1988年にIRSがワイオミング州法LLC にパート   

ナーシップと同様の税務上の取扱い（Rev．Rul．88－76）を認めて以来、LLC   

の税務上の有利性が認識され、LLC法を制定する州が急増した㈲。   

このような状況のもと、実務においては、企業はパートナーシップとして  

の取扱いを確実にするために専門家の助言を必要とするようら÷なり、IRS   

もまたその認定のために多大な事務量を費やさなければならないという状況   

となった。さらに、米国には存在しない外国企業が米国に進出してきた場合、   

あるいは米国法人又は居住者が外国企業に参加した場合においても同様の必  

要性が生じてきた。こうした経緯を経て、1995年にIRSはNotice95－14で  

「パートナーシップとして課税されるか法人として課税されるかを納税者に   

選択させる方式」の採用を内容とする新規則案を発表した。その後、公聴会   

において実務家の賛同を得て、、1996年12月にチェック・ザ・ボックス規則  

（check theboxregulation）を財務省規則の最終規則として発達し、1997年   
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1月から発効している。   

チェック・ザ・ボックス規則は、「独立した主体（separate entity）」に適  

用されるため、事業主体が所有者から独立しているかどうかが先ず検討され  

る。この点は設立準拠法での規定により判断されるのそはなく、連邦税務上  

の判断として実質的な事業の態様によって判断される。事業主体が「独立し  

た主体」とみなされる場合、これを財務省規則の定義に従い、「トラスト  

（trust）」と「営利企業（business entity）」に分類する。「営利企業」は新財  

務省規則§301．7701－2（b）に基づいて「法人そのもの（per se corporation）」  

として分類されるか、又は新財務省規則§301ご7701－3に基づいて「パートナ  

ーシップ（partn6rship）」もしくは「社団（association）」（新財務省規則  

§301．7701－2（bX2）に基づき「法人」として扱われる）のいずれかが選択され  

る。  

1997年1月1日以降組成された営利企業で二人以上の構成員からなる企業  

は、「法人（corporation）」又は「適格企業（eligible entity）」＼のいずれか  

に分類される。1法人の定義に掲記されている企業は、①連邦法又は州法等に  

基づき組成された営利企業である法人等、（参財務省規則に定める社団1（さジ  

ョイント・ストック・カンパニー又はジョイント・ストック・アソシエーシ  

ョン、④保険会社、（9州が免許を与えた銀行業務を行う特定の営利企業、（む  

州又は自治体により完全に所有される営利企業、⑦米国内国歳入法7701条（a）  

（3）以外の規定に基づき法人として課税される営利企業J⑧特掲された外国企  

業、となっている。（∋又は③ないし⑧に該当しない企業が適格企業であり、  

パートナーシップ又は法人としての取扱いを選択できる。また、構成員が一  

人の企業は、所有者から「独立した主体」として扱われるか、所有者から独  

立していない企業として扱われるかを選択することができる。内国企業のL  

LCが1997年1月1日以降に設立された適格企業である場合には、パートナ  

ーシップ又は法人としての取扱いを選択することができる。   

ところで、1996年12月31日以前に存在する営利企業については、従前から  

の分類を継続することを選択することができ、この場合改めて届け出をする   
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必要はなく、取扱いの変更を選択する企業が届け出ればよいこととされてい  

る。最後に、外国法人についてであるが、新財務省規則は当然法人として取  

扱われる80カ国の事業主体のリストを掲げている。この中には、日本の株式  

会社、英国のPublicLimitedCompany、英領バージン諸島のCorporation  

等が含まれている（9－。   

㊥ チェック・ザ・ボックス・規則による組織分煙  

選 択 －－  

4 米国におけるパートナーシップ課税の概要  

米国のパートナーシップ（以下PSと略す）には、大きく分けてジェネ   

ラル・パートナーシップ（以下GPSと略す）とリミテッド∴パートナーシ   

ップ（以下LPSと略す）の二種類がある。   

GPSは「二人以上の者が、共同所有者として、営利を目的として事業を  

営む団体である」と定義されている（OpA第6条1）。GPSは二人以上の  

者の合意のみにより成立し、各パートナ∵は、PSを 

当たるものとされ、PS財産が各パートナーの共同所有とされる反面、 

業務む；ついては、各パートナーが対外的に無限責任を負うものとされている。   
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各ノて－トナー間の損益分担は、出資額にかかわらず平等であるが、一般的に  

は特約により、出資割合に相応した損益配分、特定損益の特定パートナーヘ  

の帰属又峠項目別に各パートナ一間に異なる配分率等を規定している。また、  

PSの帳簿は、主たる事務所に備え置き、全てのパートナーはその閲覧権、  

検査権、複写権を有している。   

一方、LPSは「二人以上の者によって組成され、一人以上のジェネラル  

・パートナー（以下GPと略す）と一人以上のリミテッド・パートナー（以  

下LPと略す）を有するPSをいう」と定義されている（RULPA第101条（7））。  

LPSもPSの一形態であるため、基本的にはGPSと同様であるが、次の項目  

はLPS固有の規定である。①LPSの組成についてはLPS証章（certificate）の  

作成とその州務長官（Secretary of State）事務所への登録が要件となって  

いる、（参LPの姓をLPSの名称に使用してはならない、③LPは業務執行権  

が与えられていない反面、出資額を限度とする有限責任である。   

内国歳入法典上は、「チェク・ザ・ボックス規則」により、PSとしての課  

税を選択した事業組織は、GPS、LPS及びその他の事業組織の区別なく  

PS課税を受ける。   

パートナーは、PSがその課税年度に基づいて算定した損益、税額控除等  

に対する持分額を当該PSの課税年度終了の日が属する自己の課税年度の損  

益等として申告する。また、PSの課税年度は過半数持分Pの課税年度を採  

用すること七しているが（IRC．§706（bXIXB）（i），（4XA））、その他の場合には課  

税繰延べ期間が全体として最短となる方式が規定されている（IRC．§706（b）  

（1XA）（ii），Reg．1．706－1（bX3），Reg．1．706－1T（aX2））。  

5 タックス・シェルターヘの対応策   

PSの内国歳入法上での最大の特徴は、第701条に規定するように「PSには   

所得税は課されず、構成員たる事業を行うパートナーがその能力に応じて所   

得税の納税義務を負う」という点である。この特別な取扱いを利用して、  

1960年代以降PSはタックス・シェルターとして高額納税者の節税手段とし   
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て活用されてきた。その指標として、平野助教授は次のような指摘を行って  

いる。 「米国におけるタックス・シェルターの投資は、1960年代以降1986年  

の税制改正に至るまで増加し続けてきた。その一つの指標としては、タック  

ス・シェルターの手段として当時通常用いられていたPSから配分された損  

失と投資家の「その他の所得」とが通算された申告書数の増加があげられる。  

1962年から1983年までの間に、PSから配分された損失と「その他の所得」  

とを通算する者は、1962年の42万人から5倍の220万人となったのに射し、  

この間の納税申告書提出数はわずか50％増加しただけであった。」（10）。 

米国内国歳入庁（以下IRSと表示する）の取扱い上、タックス・シェルタ  

ーには”regular七ax shelter”と”abusive tax shelter”の二種類があり、  

後者の「檻用型タックス・シェルター」の活用により生ずる課税上の弊害を  

どのように規制するかにIRSは多くのエネルギーを費やしてきた。   

濫用塑タヅクス・シェルターの典型的な例としては、証券業者がプロモー  

ターとなって有限責任のPSを作り、その持分をあたかも株式投信を売り出  

すように公募又は私募によって投資家に販売する場合がある。PSは、出資  

金に巨額の借入金を加えて、商業ビルヤショッビングセンターに投資を行う。  

投資直後の事業年度は、収入も少なく、借入金利子や加速度償却に基づく減  

価償却費によって巨額の損失が出資者に配分される。さらに、設備リースの  

ような場合には、投資税額控除の権利も配分される。所得から控除される全  

期間の損失額（税額控除は所得控除額に換算して加算される）の当初の投資  

額に対する割合は消却率（Write off ratio）とよばれるが、IRSの監視が厳  

しくなる前は4倍、5倍ときには6倍もの消却率をセールス・ポイントとし  

て売り出されていたという。PSの投資対象は多様であり、事務所ビル、住  

宅、ショッピング・センター等の不動産に始まって、航空機、コンピュータ  

ー等のリース用の設備、農場、果樹園、石油、天然ガス、金、銀等の資源開  

発、ケーブル・テレビ、映画やレコード等多岐にわたっている。   

このような実態を踏まえて、濫用型PSの弊害として次のような事項が指  

摘された。‘第一は、経済的な実態を持つ適法に組まれたPSであっても、金   



90   

持ちのみに大きな節税の手段を提倶するものであるため、大金持ちが標準的  

な世帯よりも少ししか税金を払わず、一般市民の間に不公平感をつのらせ、  

市民の納税モラルを著しく損ねたことである。第二は、巨額の損失の配分だ  

けを目的とした実体のない紙の上だけの不正シェルターが激増し、その取り  

締まりのためにIRSを忙殺し、実調の割合を低下させる原因となっているこ  

とである。第三は、PSの投資は広告板∴リトグラフ、レコードなど二 米国  

経済の生産性向上に役立たないものが多く、節税のみを主眼としてシェルタ  

ー投資が膨れ上がると、長い目でみて米国経済の成長を阻害することであ  

る＝）。   

このような、弊害に対抗するため、内国歳入法には幾つかのタックス・シ  

ェルターヘの対応策が規定されてきた。次に列挙する項目はその主たるもの  

である。  

① 情報申告書（Information Return）の提出義務（IRC§6031－1）  

PSは、当該事業年度の総利益・費用及び税額控除項目、各パートナー   

ヘの配分損益・分配額、各パートナーの出資持分額等を記載した様式をI   

RSに捷過しなければならない。外国PSであっても、米国内で事業活動を   

遂行している場合は提出義務がある。罰則規定有り。  

② タックス・シェルターの登録義務（IRC§6111（aXl））  

タックス・シェルターに該当する▼投資の組成者は、当該タックス・シェ   

ルター持分が売り出される前にIRSに登録しなければなちない。罰則規定   

有り。  

③ タックス・シェルターの譲渡、譲受けの通知義務（IRC§611Ⅰ（b）（1）（2））   

タックス′・シェルターの持分を譲渡する者はタックス・シェルター番号を   

譲受人に通知しなければならず、譲受け人は享受した税の恩典を税務申告   

書に添付しなければならない。罰則規定有り。  

④ 悪用タックス・シェルターに対する罰則（IRC§6700（a））  

⑤ PSへの税務調査（IRC§6221）  

PS項目の税務上の処理の税務調査は、PS段階で行われ、その結果がパ   
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－トナーに反映される。PS段階での調査・更正が終了しなければパート   

ナーへの課税が確定しない。  

（む 危険負担ルール（”At Risk”Limitations）（IRC§465）  

自己で危険を負担する拠出額を限度としてPSの損失の控除を認める制   

度であり、限度額としては現金または現物出資額に個人保証または個人財   

産を担保とする借入金を加えた金額であり、PSが購入した資産を担保と   

する借入金は含まれない。  

⑦ パッシブ・ 

納税者が事業の遂行に関与はするが実質的には業務執行に参加していな   

い活動である受動的活動（passive activity）から生じた損失は他の受動   

的活動から生じた所得と通算することは認めるが、人的役務等の能動的活   

動による事業所得、配当、利子及びキャピタル・ゲイン等のポートフォリ   

オ所得と－通算することは認められない。  

PS以外にも税務上の恩典がパス・スルーされる事業組織としてS法人  

（Smal1Business Corporation）、閉鎖的法人（Crosely Held   

Corporation）、リミテッド・ライアビ1）テイ・カンパニー（Limited   

Liability Company）があるが、課税所得の計算構造は基本的に同じであ   

るので、PSでの検討結果がこれらの事業組織の場合にも応用できるもの   

と思われる。  

〔注〕  

（1）植松守雄「講座所得税法の諸問題 納税義務者・源泉徴収義務者」（税経通信  

昭和62年2月号）48頁～53頁  

（2）StatisticalAbstract of the United States1998   

（U．S．Department of Commerce，Economics and Statistics Administr－  

ation，Bureau ofthe Census1998．Oct．）535頁～540頁  

詳細は別業の計表参照。  

（3）平野嘉秋『パートナーシップの法務と税務』（税務研究会出版局 平成6）3頁   
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（4）さくら総合事務所『匿名組合の法律・会計税務と評価一投資スキームの実際例と  

実務上の問題点』（清文社 平成9）4頁～10頁  

植松守雄 前掲論文（1）（税経通信 昭和63年4月号）54頁～56頁  

（5）植松守雄 前掲論文（1）（税経通信 昭和63年4月号）56頁  

武市春男「イギリス法上の会社と組合」（城西経済学誌9巻2号）38頁  

（6）平野嘉秋 前掲書（3）51頁～60頁  

（7）桝田淳二「アメリカのCheck－the－Box Regulations ～パートナーシップの自  

由選択、」（国際商事法務Vol．26No．1平成10年1月号）11頁14頁  

須田徹『米国のパートナーシップ一事業形態と日米の課題問題』（中央経済社  

平成6）41頁～47頁  

（8）須田徹 前掲書（7）23頁、24頁  

福島節子「米国合弁事業における新事業形態…1ユCの概要と課税問題」  

（税務広報Vol．45N0．11平成9年11月号）90貫－94頁  

（9）桝田淳二 前掲論文（7）（国際商事法務 平成10年1月号）・14頁～17貫  

（時 平野嘉秋イ租税回避行為とその規制策に関する一考察（一）一 夕ックス・シェル  

ターを素材としての日米比較」（税務大学校論叢25平成7）61貫  

旭 矢澤富太郎「米国の税制改革を理解するための基礎知識」（税務弘報 Vol．34  

No、10昭和61年9月号）121頁～131頁  

平野嘉秋 前掲論文80）（税務大学校論叢25平成7）84頁～93貫   
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〔注（2）〕別東  

【米国のパートナーシップの現状】  

〈表1〉 組織分類毎の売上規模別組織の申告件数・売上高1980－1994  

申 告 件 数 （千 件）  売上高（10億ドル）  
売 上 規 模  

臥   2、712  乱丁IT  ＝胴  鼠965  00）  6．172  遡』A  皿j止  止月旦  （阻）   
＄ 2已川 瀬茜   「i汀 
＄ 路川－＄ 鋸＝削          （阻）          （抽）   
‡1川川－＄9旺g9g  1，206  1．5悶  ＝闇  1，857  （軌）      四    （鵬）   
‡1．伸＝胴以上   （軌）  5．71T  18．289  10パ25  1l，153  （抽）   

ノもートナーシップ  1，3T9  1．553  1，436  1，467  1．4g5    四  国  ＿j盟  」盟＿   
‡2諷000 兼帯   「爾 
‡路M－＄ 粕川        2帥  
‡108．川－＄g9乳g99  
＄1，000．000以上   

個儲者   8．T38  14．762  ほ495  1い胴  1鼠155    川  ＿」盟  ⊥」旦  」旦L   ■‾  ‾    ‾‾‾  ‾‾‾‾‾‾  
＄ 2良川 満   「nl㌃  珊  T面1訂  了訂汀「  珊  1丁  砺      田   
＄ 2諷000－‡9鼠999  1．915  已g42  ＝柑6  a168．  諷277  田  四  田  田  凹   
＄10（‖00－＄9g乳999  8川  1，587  l．58T  1．591  1，644  
＄1．0仙川8以上   

竃 ⅧA）：資料未入手   
個別計数の集計が合計と違っている部分があるが、原典のまま掲載した。   
【出絢 StatisticalÅbstractofthelhitedStates1998  

01S．Deparb旧ItOf伽肥rCe．EconcmicsandStatisticsA血inistration．  
8er飽uOftkC印SuS19g右．馳L）53T貢   

〈表 2 〉 組織分枝別・業種別の申告件数・売上高・純利益金額1980－1994  

申告者数（千件）    売上高（10億ドル）    純利益金額（10億ドル）  
項  目  

港 人   個 人  Jトけウリ7  法 人  個 人  ルトトシップ  法 人  個 人  Jいトhナ  

＝服  l．380  已711      鼠1T2  
門   

蟻川  l．185  ＝胴      11．2T2  
1893   1い胴  1．468  ag65      1Ⅰ．814  

匹  

農村産業   147        3．l  
鉱業   （カ  

建設業   1，986            20．l  
製造業   33．    ＝胴  3．9  
運輸・公益事業   186  川    1，041  6．1  
卸・小売業   乙954    1．106      鼠953  1t＝  

匹  
サービス業   T．803    1．川      ＝闇  95．T  

‡（Z）：＄500百万ドル未満を示す。   
個別計数の集計が合計と違っている部分があるが、原典のまま掲載した。  
旺朗 StatisticalAbstractof thethitedStates1998  

軋S．DepartJTentOfCcmTCrCe，E00nCmicsandStatisticsA血inistration．  
鮎r飽uOftl妃肋ISuS1898．馳L）537貢   
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く表 3 〉 パートナーシップの損益（業種別）1980－1994  

パートナーシップの数  伐〉 侶）  （釘  （†I  ¢）  ＋l））  

年  度  ルト欄   
合 計  有所得  無所得   

全葉陸   刊  刊  刊  刊  前飢  前伽  前伽  節伽  或伽  斬伽   
1．380    帥5  ＄．†20  59T．504  285j967－  283．749  8．249  45．062  36．813   

1川ト  1．554    田  17．095  1．T35．285  540，647  549．6膵  16．610  116，318  99．TO8   
1捌  1．494    帥4  1j．朋0  2．295，212  T31，834  680．852  82．183  158】928  68，T化   

腰勅使葉  
24．5g5  21．611  22．＄5g    2，539  2．06T   
27．580  g．497  1．1．805  1．687  3－905  2．2）＄   
ll．51†  11．324  13．6g2  1．608  3．985  2，37T   

娠－ 
●；l   2」．742  13．201  18．248  －4．208  3．g20  8】128   

1朋0   甘  2，149  58．246  19．g67  20．86g  2．183  T，009  4．82百   
1．OlO  45・亭32  15．902  1T．323    5．OT8  4．㈹2   

1980 川    g．811  1＄．407  17．202  1．5帥  2，11g  
17．989  30．T16  2g．6T2  1．9川  ユ，020  1．112   
15，171  31，148  2g，065  2，654  鼠127  

ノ   
川    9▲291  5．868  い削    1．Og2  朋4   

83．334  32，M  35．989  ーL17  5．887  6▲004   
1．2      126．351  66，40T  64．883  5．62T  11．11写  5，491  

11－252  15．32T  16．汀2    1．19g  1．8Tl   
59．T85  65．354  65．354  1．166  4，T91  3．626   

ほ    224．  83．494  10Ti56g  104．551  6．584  ＝捌．  3．288  
卸・小売業業  

1．72T  65．T93  63．9＄8  2．475  3．3廿  M   
州  28．423  9乱120  、97．13l  2パ．10  4．T17  2，lDT   

44，36T  142．116  1柏2g5  1．301  6．344  い購  
励儲凋綴  

1捌   6‖      5】566  454，531  呂7．1ユ3  91，382  －4，249  15．l69  ほ川   
l・g90   川糾6  l．329，452  、軋＝  8T，0＝  －19．213  4T．57T  68．T98   

8川      8，881  1，75αパTl  161．365  13T，240▲  24，125  65．才悶  41，245  
サービス菓  

化510  58．62T  化186  ほ424  15．8朋  諷224   
2，153  15【‖83  181．川2  1化789  26，453  39．383  ほ朋○   
い桐  Ⅲ．982  lg5．833  1陀g26  3駄3川  46．848  8，T30   

（ll全てのパートナーシップが完全な貸借対照表を提出しているわけではないので、総資産額は実際の  
金額よりも小さい。  

位〉 金融・保険・不動産業を営むパートナーシップの投資利益を含む。 （，） 
19g8年以降は農業・賃貸・ロイヤリティに係る純利益（総額ではない）が含まれている。  

睾 （Z）：‡500百万ドル未満を示す。  
個別計数の集計が合計と違っている部分があるが、原典のまま掲載した。  
吐幽 StatisticalAbstractofthe、thitedStates199＄  

軋SiDepart旧ItOfCGmTE：rCe，EcoⅦ鵬csandStatisticsA血inistration，  
触・訟uOfthe馳ISuS1998．耽L）539貢   
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第2節 わが国の法人税法上のパートナーシップの位置づけ   

1 納税義務者   

法人税法は、第4条で納税義務者を規定し、内国法人、人格のない社団等  

及び外国法人を掲げている。内国法人とは、商法その他の法律で法人格を与  

えられた社団や財団をさしており、国内に本店又は主たる事務所を有するも  

のである。また、人格のない社団等とは、法人でない社団又は財団で代表者  

又は管理人の定めがあるものである。こ甲他に、経済取引に重要な位置を占  

める事業組織形態として、民法上の組合（以下「任意組合」という）、商法  

上の匿名組合及び外国で設立された非法入組織等がある。   

任意組合及び匿名組合に係る法人税の課税所得計算の細則について、法人  

税法は明文規定を置いておらず、ただ国税庁長官通達（直審（法）25（例規）  

昭44年5月1日‥以下「法人税基本通達」という）がI4－1－1から14－1－3に  

おいて税務処理の指針を示しているのみである。わが国の任意組合及び匿名  

組合に係る法人税の課税所得計算の基本的な考え方は、米国におけるPSへ  

の課税方式に類似してお、り、組合自体を納税義務者とせず、姐合の利笹金額  

又は損失金額を出資者たる組合員の法人に「パス・スルー」させる方式を採  

用している。   

ここで、わが国の企業が米国のPSに投資を行った場合、PSをわが国の法  

人税法上どの一ような事業組織として取り扱うのが安当か、わが国租税法上の  

類似組織の特徴と比戟して検討する。  

2 人格のない社団   

現行の法人税法では、「人格のない社団」を法人とみなして法人税を課税   

することとしている。この規定は昭和32年の改正で法人税法に取り入れられ   

たものであるが、その立法の趣旨について、昭和36年の「国税通則法の制定   

に関する答申くノ（税制調査会第二次答申）及びその説明」では、「税法におい   

ても、人格なき社団等が社会的実体として種々の活動を行うところから、こ   
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れに対し納税義務を負わしめるべきであるということはつとに認められてい  

たが、これを法人とみなして法人税を課するか、それとも個人とみて所得税  

を課するかについては、従来種々の見解があった。この間題については、上  

記のように、人格なき社団等が団体としての組織を有し、統一された意思の  

もとにその構成員の個性を超越して活動する社会的実体であることに着目し  

て、これを明らかにして税負担の公平を図るため、昭和32年の税法改正によ  

り、‥・明文の規定が設けられたのである。」と説明されている。しかし  

ながら、租税法に〕「人格のない社団」についての定義規定はないため、民事  

実体法からの借用概念が法人税法の適用にあたって採用されていると言え  

る川 
。   

昭和39年10月15日の判決において、最高裁は初めて権利能力のない社団の  

成立要件を明確にしている。この判例は、建物収去土地明け渡し請求に関連  

して法人格のない団体の権利能力が争われた事件であるが、ここで最高裁は  

「法人格を有しない社団すなわち権利能力のない社団といいうるためには、  

団体としての組織をそなえ、そこには多数決の原則が行われ、構成員の変更  

にもかかわらず団体そのものが存続し、しかしてその組織によって代表の方  

法、総会の運営、財産の管理その他団体としての主要な点が確立しているも  

のでなければならない」と判示し、さらにこの種の団体の財産関係につき  

「権利能力のない社団の財産は構成員に給有的に帰属する」とし、また権利  

能力のない社団は、「その代表者によってその社団の名において構成貞全体  

のため権利を取得し、義務を負担する」が、このように「社団の名において  

行われるのは、一々すべての構成貞の氏名を列挙することの煩を避けるため  

に他ならない」と判示している㌔   

また、平成2年7月18日の判決において、福岡高裁は租税法律関係の下で  

の人格のない社団の成立に関する初めての判断を行っている。この判例は、  

無限連鎖講（いわゆるネズミ講）が会員から受領した入会金名目の収入に射  

し、所轄税務署長が人格のない社団の収益事業として課税処分を行ったこと  

に関連して、ネズミ講の人格のない社団性が争われた事件である。福岡高裁   
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は、最高裁昭和39年10月15日判決における、権利能力のない社団の成立要件  

に照らし、①定款の作成手続き上の重大な：畷庇の存在、②会員相互の間には  

共同の目的意識や団体形成意識が希薄で加入口数に応じた表決権等の考慮も  

ないこと、③支部の実態は単に会員勧誘の拠点であり、組織性がなく多数決  

の原則を前提とした会員総会による団体意思の形成は望むべくもないこと、  

（む理事会の実態が社団の業務決定機関として機能していなかったこと、（む経  

理及び財産管理にあたって個人との著しい混同があり、社団としての基本的  

実態を有していないことをあげ、ト・本会は一応社団としての外形を有し  

てはいるが、社団とは個人の意思を離れた個別独立の団体意思の存在が客観  

的に認識され、その事業活動等に要する団体固有の資産が個人と峻別されて  

存在することが最低限不可欠であるところ、そのような実態はT会にはなく、  

本会はⅩにおいて社会的非難を回避してその事業を将来も維持、継続し、か  

つ自己の課税対策等の意図のもとに、実態は個人事業であるのにこれを仮装  

し、人格のない社団という形式に名を借りた同体異名のものであり、Ⅹ個人  

と別個の団体と評価することは相当でない」と判示している。   

本判決に関連して、碓井光明教授は、租税法における人格のない社団又は  

財団の意義について、民事法における学説を次の三つに分類している。すな  

わち、①人格のない社団の成立要件の一つでも欠けるときは、その社団性が  

否定されるとする説、②その成立要件は厳格なものではなく、全体として社  

団性を判断するための基準として把握する説、③民法の個々の規定の適用に  

ついて個別的に処理すべきであるとする説である。租税法律関係における人  

格のない社団の成否は、そこでの構成員から分離された団体固有の財産の存  

することに着目するのが租税の課税主体としてとらえる場合の最も重要な要  

素であるとし、（参ないし（診の説がこれに合致すると述べている（3－。  

3 任意組合と匿名組合   

建設業におけるジョイント・ベンチャーや航空機のレバレッジド・リース   

において組成される匿名組合など、事業形態の多様化に伴い組合契約に基づ   
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く経済取引が活発化している。わが国の法人税法には、これら組合契約に係  

る課税所得計算の明文規定が置かれていない。そのため、人格のない社団等  

について法人とみなす旨規定されていること（所法4 法法3）に鑑み、そ  

の反対解釈として、組合契約による団体自体は独立の納税義務者とせず、そ  

の構成員を納税義務者とする考え方を採っている。その理由について、碓井  

光明教授は次のように述べている。「その理由は、組合契約等による組合員  

は利益分配請求権を有し、また利益が組合財産として留保されている場合に  

も、共有持分権により、組合貞の財産の増加として認識されるということに  

求められよう。」㌔ その考え方を踏襲しているのが1法人税基本通達の  

14tl－1から14－1－3に規定する「組合事業による損益」の取扱い指針である。   

ところで、任意組合契約と匿名組合契約では課税所得計算の方法が異なっ  

ており、より有利な分類による課税所得計算の方法を指向する納税者と、租  

税負担の公平をめざす課税庁との間で幾つかの判例が積み重ねられてきた。   

任意組合契約は、各当事者が出資をなして共同事業を営むことを各組合貞  

相互間において約することにより成立し（民法667）、各組合員の出資その他  

の財産は給組合貞の共有とされ（民法668）、業務の執行は組合貞の過半数に  

よって行われることとされる。一方、匿名組合契約は、出資者（匿名組合員）  

が営業者のために出資をし、その営業から生ずる利益について分配を受ける  

というもので（商法535）、経済的に共同企業性が認められるものの、出資者  

は対外的には隠れているところに特色があり、したがって、匿名組合貞は営  

業者の営業行為に関して第三者に対して権利義務を有せず、また、組合員の  

出資は営業者の財産に属するとされている（商法536）。ここで、両組合契約  

の相違点を整理すれば、任意組合契約が組合貞の共同事業であるのに対し、  

匿名組合契約は営業者の単独事業であるという点、任意組合契約が組合員相  

互間の契約であるのに対し、匿名組合契約は出資者と営業者との契約である  

という点、さらに営業行為に対する対外的な権利義務関係については、任意  

組合契約は財産は稔組合員の共有で組合の債務については各組合員の損失分  

担割合に応じて直接に債権者に対して無限責任を負い、匿名組合契約は財産   
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は営業者の単独所有で組合の債務は対外的には営業者が責任を負い組合員は  

出資額を超えて損失の分担をすることはない点があげられる。   

任意組合と匿名組合の認定について争われたものとして、平成2年5月18  

日の名古屋地裁の判例がある。この判例は、不動産の売買及び賃貸業を営む  

有限会社（以下Ⅹ社とする）が、その役員を含む数名の出資者との間で「金  

銭消費貸借契約書」．を取り交わし、不動産を購入し、転売したが、Ⅹ社と役  

員及び出資者との契約は任意組合契約であるのでヾ土地の譲渡利益は各契約  

者の出資割合に応じて各契約者に帰属するとして、Ⅹ社の出資割合相当額の  

短期土地譲渡利益に係る土地重課税のみを計算して法人税の確定申告を行っ  

たところ、ゼ税務署長は、当該契約は匿名組合契約であるので、土地の譲渡  

利益は全額営業者であるⅩ社に帰属するとして、法人税の更正処分をおこな  

ったものである。名古屋地裁は判決において、「この契約の内容を仔細に検  

討してみると、土地の購入、利用及び譲渡はすべてⅩ社名義で行われるもの  

であり、購入する土地を貸し店舗若しくノは駐車場として利用するか又は売却  

するかについても、Ⅹ社の判断で行われることとされているのに対して、出  

資者は土地の購入、利用又は譲渡について何ら関与せず、Ⅹ社購入の不動産  

の運用又は処分から生ずる不確定の利益の分配を受けるに過ぎないものとい  

うことができる。また、当該書面では『甲（貸主）は乙（借主）に対して下  

記の金銭を貸与し、乙はこれを借用する。』という文言があること、Ⅹ社の  

営業の具体的方旗についての協議や報告を求める権限についての定めもない  

こと等の事実からすれば、本契約は、：Ⅹ社と出資者との共同事業性を定め、  

これに基づいて購入された土地をⅩ社と出資者の共有とする趣旨のものでは  

なく、出資者がⅩ社の営業のた捌こ出資をなし、出資額に応じて利益の分  

配を受けることを定めたものであるから、それは民法上の組合契約ではなく、  

商法上の匿名組合に該当する。」と判示している。   

本判決に関連して、大渕教授は、「本件のⅩ社と出資者との契約関係の内  

容とその実体的運営の事実から、このような両者の相違点について判断する  

ことを要するが、、本判決は、Ⅹ社の営業行為の実態から、本件土地購入と運   
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用又は譲渡の共同事業性を否定し、財産の共有関係も認められないとし、本  

件契約を商法上の匿名組合であると認定して、土地譲渡利益の全額をⅩ社の  

帰属とした更正処分を維持したものである。匿名組合契約か又は民法上の組  

合契約かは微妙な問題であり、その認定について、本判決の認定判断の内容  

は参考になるであろう。」と述べている｛5〉。  

4 パートナーシップと非法人組織の比較  

植松守雄弁護士は、J「日本の共同事業組織体のうちで、PSとLPSに最も類   

似するものを求めると、合名会社、合資会社であると思われるが、税法適用   

上、非法人組織であるPSとLPSは、人格のない社団等とみられない限り、   

法人税の納税義務者とはみられない。そこで、PSとLPSに対する税法の適   

用は、わが国の非法入組織の中からこれに最も類似する組織を求め、その取   

扱いと比較考量しながらその実態に即した取扱いを検討する必要がある。そ   

の場合、つとめて内外平等の取扱いを図るべきは当然である。」と述べた上   

で、以下のように分析している。PSの財産関係は、各パートナーの「共同   

所有」であり、PS財産がPSの財産であるとともに各パートナーの財産であ   

るのに照応・して、PSの債務はPSの債務であると同時に各パートナーの債務  

（あるいは責任）である。一方、民法上の組合の場合も、組合債権者は、まず、   

組合（組合員全員）に対して債務の履行を請求し、それで満足が得られない   

ときに、組合員に請求することになるが、法律的には組合員の組合債務に対   

する個人的債務・責任は、補完的二次的なものではなく、組合の債務と併存   

したもので、かつ、分割責任である。組合員の財産は、結線合貞の共有とさ   

れながら、組合の目的財産として種々の制約があり（いわゆる合有関係）、   

UPAに規定する「PS所有」（tenancyin PS）の法律関係に酷似したところ   

がある。PSの持分権に関しては、株式等と同様にpersonalproperty で   

あり、各パートナーが単独で譲渡することができ、したがってパートナーの   

債権者による差押の対象ともされる。一方、任意組合員の持分権は、組合員   

の包括的な持分と観念し、それに対する差押が認められるかなどの点につい   
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ては、学説・判例も帰一しておらず、UPAがPSの持分権を一個の財産権と  

して構成している点は、民法上の組合の域を越え、合名会社の制度に相応す  

るものとなっている。以上のような諸点を通じて、UPAによるPSの制度は  

PSの持分権のように、民法上の組合の制度と異なる部分があるにせよ、そ  

の基本的な構成の点でそれと近似しているものと考えられる（6）。   

実務家である須田徹公認会計士も、「PSでは組織自体が法行為能力を有す  

るという点を除き、GPSが任意組合と類似組織体であることに異論はないと  

判断される。」とし、LPSについても、ノ次の五項目をあげて、「任意組合に類  

似する組織体と解することができる。」と述べている。①LPSもPSであり、  

複数パートナーの非法人共同事業体であり、LPもPS財産の共有権を有する。  

②PS財産が共同所有であるから、損益の分配権・帳簿の検査権・PS契約の  

変更等の基本的権利はGPと相違はない。③LPに業務執行権がないのは、出  

資の募集を容易にするためLPを有限責任にした代償である。なお、LPにも  

一定の重要事項の参加権がある。④任意組合も業務執行権を有さない組合員  

の存在を認めている（民670他）。さらに、（組合員は対外関係においては直接  

的無限連帯責任であるが、内部的にはその損失負担割合を制限することも可  

能である。（民674①）。⑤組合性の象徴である内部規則の特定当事者間契約  

の形式の採用、∧構成員の加入、脱退の制限、特定構成貞への業務執行権の専  

属等はLPSにも共通しているけ）。   

金融関係者である松岡宏明氏は、「外国のPSに参画する者のわが国税法上  

の取扱いに関しては、当該PSは民法上の組合として、LPSは匿名組合とし  

て取り扱われているようである。」と述べている（8I。   

以上は、組織の類似性を法律的見地から検討した意見であるが、PSの組  

織の性格から見た意見として、平野助教授は「PSはフレキシブルな組織と  

いえ、様々な形態があり、また各国のPSの性格も同一とはいえず、わが国  

の現行制度下において画一的に取り扱うことは困難といえる。そのため、個  

別のPSごとにその性格等を判断し、わが国の事業組織のいずれかに準じて、  

PS及びパートナーの課税関係を取り扱うことが相当であると考えられる。」   
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と述べている19－。  

5 パートナーシップの日本の租税法上の組織分類   

ここまで、われわれは日本における非法入組織の組織分類上の論点を、判   

例と研究者及び実務家の意見を参考に検討してきた。日本の非法入組織はい   

ずれも公的な登録の義務を課されておらず、名称や登録といった外形的に判   

別可能な手段で、画⊥的に組織分類を行うことはできない。それぞれの組織   

が、私的契約関係にまって構成されているため、、形式上現れる契約書や規約、   

定款といった書類はひとつの参考であり、組織の構成、出資の状況、事業用   

の財産の所有関係、業務執行の実態、対外的な責任、，損益の配分等の現状を   

勘案して組織分類を判断せざるをえないということは、判例の示すとこノろで   

ある。  

さて、ここで外国のPSを日本の租税法上∵どのような組織体に分類する   

かであるが、米国のPSは各州のPS法に基づいて成立するが、PS法には強行   

規定が少ないため当事者間の同意が優先され、一口にPSといっても実在す   

る組織形態は極めで多様である。そのため、IRS は約30年間にわた，り数々   

の判例を重ねながら、′ある事業組織がコーポレーション（corporation）に  

該当するか、あるいはパ⊥トナーシップ（pattnership）に該当するのかを   

判定するために多くの事務量を費やしてきた。また、パートナー及びPSの   

側でも、PSとしての取扱いを確実にするために専門家の助言が不可欠で、   

かなりの事務負担を負ってきた。その解決法として導入されたのがいわゆる  

「チェック・ザ・ボックス規則」である。すなわちこPSを画一的に組織分類   

することは、PSが一般化している米国にあってさえ困難であるということ   

である。したがって、私的な契約関係の実態を最も良く知悉しているPS自   

体に、その組織分類を判定させるという方式は極めて自然な流れであると言   

える。   

植松守雄弁護士が指摘するように、組合課税方式を採るか法人課税方式を   

探るかは、元来「組合」か「社団」かの区別の問題と一致するわけではなく、   
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一つの立法的選択の問題である（10）から、納税者の予測可能性、国際的な二重  

課税の排除、適正で公平な課税の実現といった要因を加味した立法的な手当  

てが必要であると考える。  

〔注〕  

（1）大渕博義『最新判例による 法人税法の解釈と実務』（大蔵財務協会 平成 5  

年）11頁～13頁  

（2）最高裁判所民事判例集18巻8号1671頁  

植松守雄「講座所得税法の諸問題 納税義務者・源泉徴収義務者」（税経通信  

昭和61年12月号）43～51頁  

（3）判例時報1395号 34頁  

碓井光明「ネズミ講訴訟判決一人格なき社印生の有年をめぐって－」（ジュリス  

ト814号 昭和59年6月）54頁  

（4）碓井光明「共同事業と所得税の課税二任意組合課税方式の検討～」（税理 Ⅴ01．  

25No．6 昭和56年6月号）10頁  

（5）税務訴訟資料（国税庁）176号 805頁  

大渕博義 前掲書（1）23貫～24貫  

（6）植松守雄「講座所得税法の諸問題▲納税義務者・源泉徴収義務者」（税経通信  

昭和63年7月号）69～78頁  

（7）須田徹『米国のパートナーシップ一事業形態と日米の課税問題－』（中央経済社  

平成6年）234貫～235頁  

（8）桧岡宏明「米国パートナーシップの法的諸問題」（金融法務事情 No．1162昭和  

62）58頁  

（9）平野嘉秋『パートナーシップの法務と税琴』（税務研究会出版局 平成6）287頁  

（10）植松守雄「講座所得税法の諸間琴 納税義務者・源泉徴収義務者」（税経通信   

昭和63年7月号）78頁  

第3節 パートナーシップの租税条約上の位置づけ   

PSが国際間の取引を行う場合、各国の租税法に加えて、租税条約上の取扱   
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いを検討しておく必要がある。租税条約の意義について、夫内教授は次のよう  

に述べている。「租税条約は、国家間の利害を調整して、所得源泉地国の課税  

を制限することで、国家間の二重課税を排除することを目的としているが、こ  

のようかレールが国際間に定着するに至る経緯には多くの議論が重ねられてい  

る。」m。  

1 0ECDモデル条約   

OECD（OrganizationforEconomicCo－OPerationandDevelopment）  

モデル条約は、OECDからの勧告の形で公表され、加盟国を拘束する強権性   

はないが、各回が締結した租税条約から帰納的に集約され、さらなる検討の  

上、国際的な合意の結果として纏められたものであるので、OECD加盟国の   

みならず、非加盟国の租税法や租税条約にも影響を与えている㌔   

1992年新OECDモデル条約の第1条（Personscovered：適用対象者）の  

コンメンタリーの占～6において、「租税条約のPSへの適用」として検討の  

経緯を説明している。以下はその要旨である（竺－。   

2 PSの課税上の取扱いについて、OECD加盟国の国内法の規定はそれぞ   

れ異なっており、PS自体を課税対象とする国もあれば、PSに対する持分   

について各パートナ一に課税する国もある。   

3 各国における取扱いの違いは、非居住パートナーが1人以上含まれる   

PSに租税条約を適用する場合に影響が現れる。PSが法人として取り扱わ   

れ課税対象となる場合には、同モデル条約第4条第1項を根拠として、一   

方の締約国の居住者とされ、条約上の恩典を享受できる。他方、PSに対   

する持分について各パートナー 

規定を置かないかぎり、PSは租税条約の適用対象とならない。   

4 PSが法人として取り扱われる国にあっては、パートナーヘの分配額は   

同モデル条約第10条第3項の配当とみなされ、PSに対する持分について   

各パートナ一に課税する国では、PSからパートナーへ実際の分配の有無   

にかかわらず、当該所得は同モデル条約第7条に規定する事業所待とみな   
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される。   

OECD加盟国の中の多くの国々では、PSからパートナーに支払われる賃   

借料、利子、使用料、役務に係る報酬等の支払いがPSの事業所得に該当   

するが、他の国々では、第6条、第11条、第12条、第14条及び第15条に規   

定する所得区分となる。  

5 PSへの投資又はPS持分の譲渡は、同モデル条約第22条第2項と第13条  

（恒久的施設）あるいは第22条第4項と第13条の規定に基づき取り扱われ   

る。  

6 両締約国において、異なる条項が適用されることになれば（あるいは一   

方の締約国において当該条項の適用がない場合でも）、二重課税のみなら   

ず両国で課税されない結果をもたらす。OECDの課税問題委員会では、現   

実の条約がOECDモデル条約に従うべきか否かについて議論が行われたが、   

加盟国の全てが合意できるか、又は大多数が合意できる解決の方法には到  

達できなかった。そのた吟、モデル条約にはPSに関する特別の規定は含   

められていないが、各締約国間でPSの問題を調査し、必要で妥当な取り   

決めを行う余地は残された。  

2 1996年米国新モデル条約   

1981年の旧米国モデル条約制定後、1986年に内国歳入法の改正が行われた   

が、その後公表された1992年OECDモデル条約や国内法の影響を受けて、  

1996年9月20日に新米国モデル条約が公表された。OECDモデル条約が、   

PSの取扱いについて特別な規定を設けなかったのに射し、新米国モデル条   

約では第3条と第4粂でこれを明らかにしだ4，。   

第3条（一般的定義）第1項a）では、「者（person）〕という用語は、   

個人、遺産財団、トラスト、パートナーシップ、法人及びその他の団体を含   

むと規定している。さらに、テクニカル・エクスプラネーションにおいて、   

第3粂第1項c）に規定する「締約国の事業（enterprise of aContracting  

State）」という用語には、当該事業組織の所有者が居住者である締約国にお   
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いて導管として扱われるPSのような事業組織も含まれるとされている。  

第4条第1項d）では、一方の締約国の法律のもとで導管事業組織によって  

稼得される所得、利益及びゲインは、．当該締約国の法律上、課税関係におい  

て居住者の所得、利益及びゲインとして扱われる範囲において、居住地国に  

て稼得した所得、利益及びゲインとみなされる。   

米国においては∴PSやリミテッド・ライアビリティ・カンパニー（Limit  

－edLiability Company）のような導管事業組織が増加し、国際的なタック  

ス・プランニングにおいて、このよラないわゆる「ハイブリッド・エンティ  

ティ」が利用され続けている。チェック・ザ・ボックス規則は、ひとつの現  

実的な解決法と期待されている。米国は、新米国モデル条約において世界で  

初めて、導管事業組織の租税条約上の取扱いを明らかにしたことになる（5I。  

3 租税条約の適用と国内法   

わが国には、そもそもPSの概念がないので、相手国の要請により条約に   

特別な規定を設ける以外、PSの取扱いを明示した租税条約はないことにな   

る。   

このような、不明確な位置づけに置かれたPSの租税条約上の取扱いにつ   

いて、矢内教授は次のように述べている。「現行の租税条約の解釈上、その   

一般的定義に規定のある『者』に規定のある法人以外の団体等に特殊外国企   

業形態を含めることは可能であろうし、現に新米国モデル条約ではパートナ   

ーシップが『者』に含まれている。しかし、『居住者』の定義により、特殊  

外国企業形態が組織された国において、これらが課税単位となるのか否かで、  

租税条約の適用の有無が判断されていることから、上記『者』については、  

『居住者』の定義により制限されていると考えるべきであろう。以上、まと   

めると特殊外国企業形態に対する課税上の適用は、①それ自体課税単位であ   

る場合、②それ自体課税単位でなくその構成員等が課税単位となる場合、③  

いずれの適用のない場合、に分けられるが、結局のところ、租税条約に定め   

る居住者概念を基準として、その適用の有無を判定することとなる。したが   
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って、実際の課税関係は、その判定を基礎として定まることとなる。」柑l。   

わが国の法人税法第4粂の納税義務者に規定する内国法人及び外国法人の  

区分基準は本店所在地主義であるが、法人の概念規定はないため、民商法に  

おける法人の概念が借用されている。設立準拠法により内国法人と外国法人  

を区分する民商法においても、外国の法令で法人格を付与されないPS等の  

非法人事某組織は法人とはみなされない。OECDモデル条約において検討し  

たとおり、締約国において、課税上法人と、同様に扱われる団体でないかぎり、  

PSは租税条約の対象とはならない。ただし、仮に、米国PSの組織分類が日  

本の法人税法上では人格のない社団に類似すると認められる場合、日本の居  

住者たるパートナーに対する課税はPSからの配当がないかぎり行われない。  

一方当該PSが米国でPS課税を選択していたとすると、PS自体には課税が行  

われないこととなる。このように、日米両国間において、非法人事業組織に  

対する課税態様に係る情報の共有がなければ、課税関係の空白領域が生ずる  

こととなる。また、日本においては、PS（人格のない社団）が租税条約の  

適用対象と認識されるが、米国ではPSではなく居住者たるパートナーが租  

税条約の適用対象と認識される。両当事国間で、非法人事業組織についての  

組織分類の認識が一致しない場合には、租税条約の適用について認識の食い  

違いが生ずることとなる。  

〔注〕  

（1）央内一好『国際課税と租税条約』（ぎょうせい 平成4）はしがき  

（2）矢内一好『租税条約の論点』（中央経済社 平成9）9頁～17頁  

（3）OECD ModelTax Convention Commentary on Articlel  

矢内一好 前掲書（2）8頁～9頁  

（4）United States ModelIncome Tax Convention of September20，1996  

TechnicalExplanation onArticle3（Genera，1Definition），。n Article  

4（Residence）  

央内一好 前掲書（2）9頁～11頁   
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（5）Geralyn M．FallonlnternationalReview”The New U．S．M。del   

Tax Treaty’’（Taxes Nov．1996）696頁～702貫  

（6）矢内一好 前掲書（2）12頁   
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第3章 組合型の所得計算方式の問題点  

第1節 民法上の組合に係る所得計算方式  

民法上の組合（以下任意組合という）に関する損益の計算方法について、  

法人税法は別段の定めを置いていないため、所得の金額の計算の通則である  

法人税法第22条の解釈指針として、法人税基本通達が14」1－1で「任意組合  

から受ける利益等の帰属の時期」を、14－1－2で「任意組合から分配を受け  

る利益等の額の計算」を示している（1）。  

1任意組合から分配を受ける利益等の帰属の時期   

法人税基本通達14－1－1では、まず第一に、法人が組合員となっている組  

合の活動にともなう損益については、組合ではなく組合員たる法人が納税義  

務者となること、第二に、組合から組合員への利益の分配や損失の負担が現  

実に行われていなくても、民法第674条（損益分配の割合）の規定により利  

益の分配を受けるべき金額又は損失の負担をすべき金額を益金の額又は損金  

の額に算入するとしている。第三に、組合の損益の帰属の時期は、原則的に  

は各組合員の課税期間すなわち法人の事業年度に合わせてその期間の損益を  

計算すべきものであるが、計算の便宜を考慮して、組合の計算期間の終了の   

日の属する当該組合員たる法人の事業年度の益金の額又は損金の額に算入す   

るものとしている（2l。   

ところで、通達では特に言及していないが、組合事業の決算の確定が何ら  

かの事情で遅れ、法人の確定申告書の提出期限までに、▼組合の損益を法人の  

決算に組み込むことができなかった場合どうするかという問題がある。たと   

えば、外国PSが毎期会計士監査を受け、確定した決算書と損益の分配額の通  

知が、パートナーである法人の確定申告期限後に到着する場合で、法人が外   

国PSとの契約が任意組合契約に相当するとの判断で申告を行う時、現実問題   

として、「PSの計算期間の終了の日の属する事業年度」には「利益の分配を   
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受けるべき金額又は損失の負担をすべき金額を法人の益金又は損金の額に算  

入すること」はできない。この場合、通達に則った原則的な処理としては、  

当初申告では、PSの損益を織り込まず、PS損益の確定後速やかに、これを織  

り込んだ修正申告（所得金額が減少する場合には更正の請求）を行うことと  

なる。しかしながら、そもそも組合の計算期間の終了の日の属する事業年度  

とした趣旨が、計算の便宜をはかることであったわけであるから、特に課税  

上の弊害がなければ、「組合の計算期間の終了の日の属する事業年度の翌事  

業年度」に法人の益金の額又は損金の額に算入することを認める余地がある  

ものと思われる。  

2 任意組合から分配を受ける利益等の額の計算   

法人税基本通達14－ト2では、任意組合から分配を受ける利益等の額の計  

算方法として、三つの方法を示し、そのうちのいずれか一つの方法を継続適  

用していれば、これを認めることとしている。第一の方法は、組合の損益計  

算の計算尻である利益の額又は損失の額を、その分配割合に応じて各組合員   

に分配または負担させる方法である。この方法による場合には、当該組合の  

取引等について、受取配当等の益金不算入、所得税額の控除、引当金の繰り  

入れ、準備金の積立て等の規定の通用はない。第二の方法は、組合の損益計  

算のうちその収入金額と収入金額に係る原価の額及び費用の額並びに損失の  

額をその分配割合に応じて各組合貞のこれらの金額として計算する方法であ   

る。この方法による場合には、当該組合の取引等について、受取配当等の益  

金不算入、所得税額の控除等の規定の適用はあるが、引当金の繰り入れ、準  

備金の積立て等の規定の適用はない。第三の方法は、組合の損益計算の収入  

金額、支出金額、資産、負債等をその分配割合に応じて各組合員のこれらの  

金額として計算する方法である。   

また、第一の方法による場合、当該組合の支出金額のうちに寄附金又は交  

際費の額があるときは、当該組合を資本又は出資を有しない法人とみなして  

法人税法第37条（寄附金の損金不算入）又は租税特別措置法第62条（交際費   
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の損金不算入）の規定を適用するものとしたときに計算される利益の額又は  

損失の額を基としてその分配又は負担させる金額の計算を行うものとしてい  

る（封。   

現実の任意組合契約は、組合員の組合事業への関わりの程度が、組合それ  

ぞれに異なり、組合員によっても異なっていて、組合員が実質的に共同事業  

に携わっているケースもあれば、株式への投資同様に事業は特定の者に任せ  

っきりで利益の分配のみに関心を持っているケースもある。当然、組合損益  

の計算、報告の形態も、詳細なものから極めて簡易なものまで存在するはず  

である。法人税基本通達14－1－2での取扱いが、損益計算の方法に選択の余  

地をもうけている真意は、組合員たる法人の事務の簡便性に配慮したものと  

思われる。   

ところで、この法人税基本通達のタイトルが「特殊な損益の計算」ゐ中の  

「特殊な団体の損益」とされているように、ごく稀に現れる取引形態であり、  

その規模も法人の決算に重大な影響を及ぼすほどのものではない場合に適用  

すべき取扱いであることがうかがえる。第一の方法で、受取配当の益金不算  

入、所得税額の控除、引当金の繰り入れ、準備金の積立て等の規定の適用を  

認めていないというのは、その裏付けとなる損益科目、資産・負債科目が明  

らかでないという前提に立っているからであろう。また、第二の方法でも、  

引当金の繰り入れ、準備金の積立て等の規定の適用を認めていないというの  

も、その裏付けとなる資産・負債科目が明らかでないという前提に立ってい  

るからである。この取扱いに関連して、従来、大きな課税上の弊害は指摘さ  

れてこなかったが、外国の任意組合類似の組織への投資が活発化するにした  

がい、今までに想定していなかった問題点が噴出してきた。すなわち、法人  

の出資の対象が国内で事業を行う任意組合であれば、任意組合からの分配損  

益について、その計算プロセスに疑問がもたれた場合、当該任意組合の帳簿  

書類を閲覧し検討することにより、損益計算の適正性を確認することができ  

る。－一方、法人の出資の対象が外国の任意組合類似の組織である場合、組合  

員の業務・財産の状況の検査権が留保されていたとしても、しかるべき時間   
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と労力を割いて実際に検査権を行使しうるかどうか簸間がある。また、税務  

調査にあたって、課税庁が当該外国の任意組合類似の組織からの分配損益に  

ついて、その計算根拠の説明を求めたとして、調査法人から十分な説明を得  

られなかった場合、課税庁が当該外国の任意組合類似の組織に資料の提出を  

求め、公権力を行使するわけにはいかず、調査対象法人の課税所得計算プロ  

セスの中に、税務調査で検証できない空白領域ができることとなる。任意組  

合からの損益の分配額を、法人の課税所得金額の計算に取り込めるというこ  

とは、ちょうど支店の損益を本店勘定に合算するのと同じ取扱いである。支  

店の場合には、たとえ海外支店であっても、合算されるべき損益に係る帳簿  

書類は、本店の帳簿書類と同株税務調査等の検証を受けることとなっている。  

法人の課税所得金額を構成する損益の中に、計算根拠が明確なものと不明確  

なものとが混在するという状況は、基本的に租税法の予定しているところで  

はないはずである。   

さらに、法人税基本通達14－1－2の注書きでは、第一の方法によった場合で  

も、当該組合の支出金額のうちに春附金又は交際費の額があるときは、当該  

組合を資本又は出資を有しない法人とみなして、それぞれの損金不算入金額  

を計算するとしている。一方、第二の方法と第三の方法によった場合には、  

寄附金又は交際費の額は組合員間有の寄附金又は交際費の額に含めてそれぞ  

れの損金不算入金額を計算するものと解される。第一の方法では、損益科目  

が組合員たる法人に引き継がれておらず、第二の方法と第三の方法では損益  

科目が組合貞たる法人に引き継がれている。この違いから、損金不算入額の  

計算方法を変えているものと思われる。ここで注目すべきなのは、損益科目  

が組合員たる法人に引き継がれない第一の方法であっても、寄附金の額と交  

際費の額は組合員たる法人が確認をし、損金不算入額の計算を適正に行わな  

ければならないということである。これを、法人が外国の任意組合類似組織  

に出資している場合に当てはめてみると、組合員たる法人は外国の任意組合  

類似組織から寄附金の額と交際費の額を確認できる資料を入手し、損金不算  

入額の計算を適正に行うとともに、税務調査にあたっては当該法人固有の寄   
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附金又は交際費と同様に証拠資料を提出することを予定しているものと解さ  

れるのである。   

最後に、租税特別措置法関係通達63（6ト1に「民法上の組合が行った土地  

等の譲渡」の取扱いが示されており、「民法上の組合が土地等の譲渡をした  

場合には、当該土地等の譲渡に係る対価の額、原価の額及び経費の額は、各  

組合員の持分に応じ、それぞれ各組合員に対応する額を計算し、各組合貞に  

おいて措置法第63条の規定を適用するものとする。」としている。この取扱  

いは、三つの方法のいずれをとっても同じであるから、たとえ組合の資産・  

負債科目が組合員に引き継がれなくても、組合の財産は総組合貞の共有（民  

法668）であることから課税関係を整理しているものと解される。   

さて、これまで組合型の課税所得計算方式について種々検討を行ってきた  

が、外国の任意組合類似組織への投資は一件の投資案件で数百億円規模のも  

のがあり、企業の課税所得計算上重要な投資勘定となっているケースがある。  

そのような状況を考えると、課税所得計算プロセスの中に、税務調査で検証  

できない空白領域を作る余地はなくすべきであり、たとえ外国の任意組合類  

似組織等からの分配損益であっても、法人独自の損益と全く同様、説明資料  

を整える必要があることを、本来当然の羊とではあるが、確認しておくべき  

と考える。また、組合から分配を受ける損益の計算方法は原則的な方法であ  

る、損益科目及び資産・負債科目の全てを分配割合に応じて計上する方法に  

統一すべきと考える。なぜなら、法人が組合型の所得計算方式を選択してい  

る場合、任意組合の組合員として共同事業に携わっているという認識を持っ  

ているのであり、その分配された損益を課税所得金額の計算に折り込み、税  

務調査の際にはこれを法人独自の損益と同様に資料を整えて説明を行うのだ  

とすれば、損益計算の計算尻のみを取り込む方法や損益科目のみを取り込む  

方法を採用すべき積極的な意義がないからである。これにより、選択した方  

法により、受取配当の益金不算入、所得税額控除、引当金の繰り入れ、準備  

金の積立等を認めたり、認めなかったりという不統一はなくなることになる。   

ところで、任意組合の組合員たる法人に共同事業への参加者という意識が   
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なく、単に株式への投資と同等の位置づけにある場合、原則的な組合型の所  

得計算方式は事務の煩雑さを課する結果となる。そのようなケースヘの対応  

の仕方としては、米国の「チェック・ザ・ボックス規則」のように、納税の  

主体となるかどうかを事業主体の性格を最も良く理解している当該事業主体  

自体に選択させる方式を採用するのもーつの選択肢である。  

〔注〕  

（1）大村雅基監修『コンメンタール法人税基本通達』（税務研究会出版局 平成8年）  

827頁  

（2）大村雅基監修 前掲書（1）827頁～828頁  

（3）大村雅基監修 前掲書（1）828頁～830貫  

第2節 商法上の匿名組合契約に係る所得計算方式   

法人税基本通達14－1－3では、法人が匿名組合員である場合の匿名組合契約に  

よりその分配を受け、又は損失の負担をすべき部分の金額の期間帰属の取扱い  

を、任意組合の場合に準ずる旨を規定している。また、法人が営業者である場  

合には、匿名組合の営業について生じた損益の額から組合員に分配すべき損益  

の額を差し引いた残額が、営業者の損益の額となるとしている。さらに、匿名  

組合の場合は資産・負債は営業者の単独所有であるため、組合員が匿名組合か  

ら分配を受ける損益の計算方法は、本章第1節2における第一の方法である組  

合損益の計算尻を引き継ぐ方法のみに限られると解されている。受取配当等の  

益金不算入等の不適用と寄附金又は交際費の損金不算入額の計算についても任  

意組合の場合に準じた取扱いとなっている川。   

典型的な匿名組合契約の特徴をあげると、（∋営業者の単独事業であること、  

（∋出資者（組合員）と営業者との契約であること、③財産は営業者の単独所有  

であること、④組合債務は対外的には営業者が責任を負い、組合員は出資額限  

度の有限責任であることがある。このような特徴を勘案すると、「単なる投資   
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家」の立場にある組合員が多いようにも思われ、必ずしも匿名組合に組合型の  

所得計算方式を採用する必然性はないようにも思われる。   

任意組合の場合に検討したように、匿名組合の組合員が本章第1節2におけ  

る第一の方法により課税所得金額の計算を行ったとしても、匿名組合からの分  

配損益について、求められた場合に、資料を整え説明する義務が生ずることに  

は変わりはない。したがって、組合型の所得計算方式をとるか否かを匿名組合  

自体に選択させる方式を採用するのが妥当であると考える。つまり、「単なる  

投資家」に近い組合貞には株式に投資した法人と同様の処理（具体的には、当  

該組織を人格のない社団とみなして課税関係を整理する方法が考えられる）を  

選択する余地を残し、「共同事業の隠れた営業者」には組合型の所得計算方式  

を選択する権利を付与するのである。自ら組合型の所得計算方式を選択した組  

合員は「隠れた営業者」として、匿名組合に関する取引の資料を整え、説明す  

る義務を負うのである。課税庁は、法人が選択した事業形態が実態と著しく異  

なり、課税上の弊害がないかぎり、法人の選択を尊重することとすれば、納税  

者の予測可能姓が確保される。   

ここで、匿名組合員の対外責任についてであるが、匿名組合は営業者の単独  

事業であるから、営業者が行う事業活動において生ずる第三者との権利義務関  

係は全て営業者に帰属する。したがって、匿名組合員は出資金額の範囲で損失  

の分担義務を負うものと解されている。ところが、レバレッジド・リースを行  

う匿名組合の取引事例（本章第3節参照）では、出資額をはるかに超えた損失  

額を匿名組合員に分配しているケースが多く見受けられる。米国のタックス・  

シェルター対応策の一つである危険負担ルール（”At Risk”Limitations）で  

は、拠出額を限度として損失の控除を認めるという制限を設けており、わが国  

の執行上も米国でのこの対応策の趣旨を参考にすべきである。  

〔注〕  

（1）大村雅基監修『コンメンタール法人税基本通達』（税務研究会出版局 平成8年）  

830頁～831頁   



116  

第3節 レバレッジド・リースを営業目的とする匿名組合の事例  

レバレッジド・ リースは1984年頃に米国から日本に取り入れられた手法で、  

投資家がリース物件価額の20％程度を拠出することにより、物件全体のリース  

損益の分配を受けることができることから「レバレッジ」（挺子）のリースと  

呼ばれる。リース物件は航空機や船舶等の大口資産であり、高収益企業や個人  

事業者が投資家として参加し、「当該リース事業の損益」と「投資家の本業の  

損益」を合算して申告することにより、投資家の中長期的な利益の平準化を図  

るとともに、レッシー（借手）にとっても魅力ある金利水準で物件の調達がで  

きるという特徴をもっている。以下において、現実に投資の対象としてリース  

会社により取り扱われているスキームの典型的な例を示し、組合型の所得計算  

方式の税務上の問題点を考察する。  

1 スキームの概要  

投資家  

⑤①1†⑧   ②  

金融機関   レッシー  レッサー  

⑥   
④1†③ 

⑦  

メーカー  

・投資家とレッサーは匿名組合契約を締結  

① 匿名組合への出資（物件価額の23．5％）  

⑧ 匿名組合契約に基づく損益の分配  

・レッサーと金融機関は金銭消費貸借契約を締結  

⑦ 借入金（物件価額の76．5％）   

（む 元金、利息返済  
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・レツサーとメーカーは物件の売買契約を締結  

③リース物件の購入   

（彰 代金支払  

－レッサーとレッシーはリース契約を締結  

⑤ リース   

（むリース料支払  

2 具体的な契約要件   

① レッサー  

（営業者）  

リース会社の子会社（ペーパーカンパニー）  

実質的な運営管理はリース会社が責任をもって  

行うこととなっている  

外国航空会社（信用大）  （D レッシー  

リース料 207，356，000円／年  

（ヨ リース物件  

（D 物件価額  

⑤ 投資家募集捻額 ：  

（む 最小投資額  

⑦ 投資額払込日  

（診 リース契約期間  

（9 リース物件の保険：  

ジェット旅客機 1磯  

2，816，000，000円   

661，760，000円  

100，000，000円  

1990年12月31日  

10年（1991年1月1日より）  

レッシーが物件価額に対して付保  

保険受取人はレッサー  

商法による匿名組合方式  

外国銀行（信用大）  

⑲ 投資方式  

⑫ 借入金融機関  

借入金額  2，154，240，000 円  

金利  年14．5％（固定）  

⑫ 投資家のリスク：・リース物件の継続使用が不可能となる事故が発  

生した場合には、レッシーによって掛けられて  

いる保険により金融機関への返済がなされる。   
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・レッシーが万一倒産した場合には、物件を転リ  

ースするか、売却するか利回り確保のための最  

善の努力が営業者によってなされる云  

3 投資家における節税効果   

投資家は、法人税基本通達14－1－3に基づき匿名組合契約に係る分配損益を   

投資家自身の損益と合算して申告することができる。この組合型の所得計算   

方式にともなう本スキームでの節税効果が以下のとおりである。   

リース事業における匿名組合の損益は、リース期間の前半が赤字となり、   

後半は黒字となって、合計すると予定した利回り程度の投資利益が得られる。   

それは、次のような損益構造によるものである。   

イ リース科収入はリース期間に 

ロ 航空機の減価償却費は定率法で計上されリース期間終了時に売却される  

ハ 借入金の支払利息は初期の負担が大きく、次第に逓減する。   
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リース事業の損益（匿名組合損益）   

投資家が330，000千円の投資を行ったとした場合の出資金額と匿名組合  

からの分配損益額、出資金評価額のリース会社による見積金額  

〈表1〉  ぐ単位：円）  

出資累計額  損益分配額  出資金評価額   

出 資 時  330，000，000  330，000，000   

前半5年間  330，000，000  ▲811，169，000  ▲481，169，000   

後半5年間  330，000，000  833，227，000  352，058，000  

投資家が日本法人であり、毎期1億円の所得を計上する場合に、本件レ  

バレッジド・リース取引に係る損益分配額がもたらす税の繰延べ効果  

（単純化のため税率を仮に50％として税額を計算している）  

〈表2〉  （単位：千円）  

②   合算前所得  損益分配額  合算後所得  ロ算後税額4  ロ算前税額5  節税額   凶    ③  寧×50％  （∋×％  寧－①   

前半5年間  500，000  ▲811，169  ▲311，169   0  250，000  250，000   

後半5年間  500，000  833，227  1，022，058  511，029  250，000  ▲261，029  

〈表2〉でわかることは、レバレッジド・リースへの投資により、投資  

家の前半5年間に納税すべき税額が、後半5年間に繰り延べられていると  

いう事実である。これに伴い、投資家は前半5年間の資金コストを回避す  

ることができる。また、当面の好業績（前半5年間）の税負担を軽減し、  

後半5年間に業績が悪化した場合には、後半5年間に分配される繰り延べ   
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られた利益により、期間損養の平準化も図れる。さらに、後半5年間に好   

業績が継続した場合には、新たなレバレッジド・リースに投資することを   

選択することもできる。  

第4節 税務上の問題点   

1 匿名組合からの分配損益の分析   

リース取引については、リース期間がリース物件の法定耐用年数を超える  

取引で、課税上の弊害がある取引に閲し、取引の経済的実質に応じてこれを  

取り扱うこととした指針が、昭和63年3月30日付直法2－7、直所3－7、査調4－5  

「リース期間が法定耐用年数よりも長いリース取引に対する税務上の取扱い   

について」（以下「リース通達」と略す）として、国税庁から通達のかたち  

で発達された。この取扱いでは、課税上の弊害があるリース取引について、  

金融取引または売買取引として取り扱うものとしている。多くのレバレッジ  

ド・リース取引は、リース会社により、課税上の弊害がないものとしての取  

扱いが受けられる取引条件が企画されている。したがって、レッサーとレッ  

シーとの取引関係はリース通達に抵触しない取引であるという前提で、議論  

を進めることができる 。さて、問題は匿名組合契約にもとづく営業者（レッ  

サー）から組合員たる投資家への分配損益の税務上の取扱いである。投資家  

は、〈表1〉で明らかなように、リース期間の前半の5年間で合計約811百  

万円の投資損失を課税所得金額計算上の減算項目として取り入れることがで   

きる。リース期間の後半の5年間で約833百万円の投資利益が課税所得金額  

計算上の加算項目として取り入れられる。10年間のリース期間を通算すれば、  

損益がバランスし、幾ばくかの資金運用益が投資家の手元に戻ってくること  

になる。高収益の企業や個人の投資家がこの取引に期待するものは、リース  

期間の前半の5年間にかかる課税の繰り延べ効果にともなう税負担の軽減で  

ある。   

ここで、投資家に分配される損失の中身を分析してみよう。収入としては、  

リース期間中毎期定額発生するリース科と、物件売却時の売却収入である。   
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費用としては、まず航空機の減価償却費があり、定率法で損金算入を行うの  

で、物件を事業の用に供した当初年度の損金算入限度額が最も大きく、年々  

逓減する。リース通達では、法定耐用年数の120％のリース期間の設定まで  

許容されているので、この許容範囲を最大限利用すれば、損金の先取り効果  

はより大きくなる。次に、借入金の利子であるが、これも元利返済にともな  

い損金となる利息の額は逓減するため、リース期間の前半での損金先取り効  

果がある。もう一つは、航空機の売却時の残存価額が売却原価となる。  

リース契約によるリース料収入並びに航空機の売却にともなう売却収入は、  

第三者との商取引上の契約により金額が確定しており、発生主義により計上  

される会計処理は税務上も是認され、当該事業年度の益金として合法的な処  

理方法と言える。一方、定率法による減価償却計算は、使用による損耗とい  

う物質的減価要因と陳腐化や不適応化という機能的減価要因を加味し、時間  

を原価配分の基準にした計算方法として会計理論上の合理性が認められ、法  

人税法上でも認められているものである（後述のとおり税制改正あり）。ま  

た、借入金の利息は、金銭消費貸借契約にもとづき金利と支払方法が定めら  

れており、これに従って発生主義により計上される支払利息の金額は、会計  

処理としての合理性があり、損金としての合法性もある。  

2 匿名組合契約の実態の検討   

営業者と組合員（投資家）は、書面により「匿名組合契約書」を取り交わ   

している。契約内容は、「組合員が営業者に出資をし、その営業から生ずる  

利益について分配を受ける」ものとされ、その他商法の規定に準ずる契約内  

容となっている。ただ、商法では組合員の対外責任が出資額を限度とする有   

限責任とされているのに射し、「事業期間中に発生する出資額を超える損失   

について、持分相当額を組合貞が負担することとし、営業者が求めた場合に   

は追加出資に応ずる」旨の特約を入れている。組合員は実態的に’は「共同事   

業の隠れた営業者」というよりも「投資資金の運用益を期待する投資家」と   

いえる。   
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3 問題点及び対応策  

（1）出資額を超える分配損失の計上  

匿名組合の営業者にとって、航空機は自社が所有する減価償却資産であ  

り、借入金は自社が当事者になっている金銭消費貸借契約の債務であるか  

らミ ニれらを原因とするリスクは全て営業者が第一義的に負担することと   

なる。ところが、組合型の所得計算方式が採られることにより、営業者の   

段階で認識され、測定されたリスクが貨幣計数として、組合員たる投資家   

にパススルーされ、あたかも組合員自身のリスクのごとく会計的に処理さ   

れ、税務上の損金として課税所得金額を減算している。ここで、一つの拠   

り所となっているのが、匿名組合契約の中に挿入されている「事業期間中   

に発生する出資額を超える損失について、持分相当額を組合貞が負担する   

こととし、営業者が求めた場合には追加出資に応ずる」という特約条項で   

ある。現実に、追加出資を行えば、組合員の対外責任は追加出資の額を加   

えた金額まで広がることになる。しかし、リース期間前半で組合員に分配   

される損失額は、レバレッジド・リースを企画したリース会社が企画した   

時点から予定された損失額であり、その中身は収益と費用の測定方法に係   

る計算技術的な違いから生ずる言わば「机上のロス」に他ならない。それ   

ゆえに、特約条項はあっても、実際に営業者が組合員に追加出資を求める   

ことはなく、組合員は当初の出資金額を投資の確定額との認識でいる。  

〈表1〉で示されるように、330百万円出資に射し、最大で約811百万円の   

損失が分配され、出資金という投資その他の資産が負債として481百万円   

計上される事態となるのである。  

経済的な実態が類似する証券投資と比較してみると、投資家の有する投   

資有価証券勘定は、原価時価比較低価法による評価減か著しい時価の低下   

にともなう評価減の場合にしか評価損を損金とすることはできず、しかも   

その金額は、投資額が限度である。米国におけるタックス・シェルター対   

応策を参考に、国内法上の他の取扱いとのバランスを勘案すれば、匿名組   

合に出資した組合員に分配される損失の計上は、出資金額を限度とすべき   
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であると考える。特約により、追加出資による責任分担が課せられている   

場合には、追加出資の実行日に出資金額の範囲で損失計上を認めることと   

する。そして、出資金額を超える分配損失は、翌期以降に繰り越し、分配   

利益が生じた場合にこれと相殺することとすべきである。  

（2）反復投資への対応策  

さらに、リース事業の損益が黒字に転ずる事業年度、すなわち匿名組合   

からの分配益が生ずる事業年度において、別口のレバレッジド・リース取   

引に投資を行うとすると、当初のレバレッジド・リース政引により繰り延   

べられた投資家の利益がさらに繰り延べられることとなる。わが国の現在   

の法人税法ではこのような課税の繰延べ行為につ∨、て、特に制限する明文   

規定を置いていない。この点についても、匿名組合に出資した組合員に分   

配される損失の計上を出資金額を限度にし、特約により追加出資を規定し   

ている場合でも、追加出資の実行日をもって損失計上を認めるとすること   

により、過度の課税繰延べ行為にともなう弊害を防止できると考える。  

（3）任意組合方式の場合の対応策  

任意組合方式によりレバレッジド・リースを組成するケースもある。こ   

の方式の場合、任意組合の組合員たる投資家が組合財産を共有する立場に   

あり、しかも対外的に無限責任を負うことから、当然に任意組合からの分   

配損益は、無制限に組合員の損益として課税所得計算に算入するものとさ   

れている。  

私法上の任意組合と匿名組合の区分が実態判断に委ねられていること、   

匿名組合において追加出資の特約を規定すれば、本来有限責任である匿名   

組合員も責任限度額がないのと同じ立場になることを勘案すると、米国の   

ようにGPとLPを課税上同様に取り扱うことに合理性があるように思われ   

る。すなわちち、損失負担の限度がないことは認めつつ、損失計上額は追   

加出資又は損失負担の実行があるまでは、出資額を限度とするということ   

である。また、出資額を超える分配損失は、翌期以降に繰り越し、分配利   

益が生じた場合にこれと相殺することとすべきである。レバレッジド・リ   



124  

－スの分配損失の要因は、収益と費用の測定方法に係る計算技術的な違い   

から生ずる言わば「机上のロス」であるから、「適正で公平な課税の実現」   

の見地からすれば、租税会計上の損失の認識基準を財務会計上通常認めら   

れている発生主義に若干の修正を加えたものにすることも必要であると考   

える。この考え方は、濫用塑のタックス・シェルターの弊害をわが国より   

も先に経験した米国のとってきた考え方に一致する。  

4 税制改正の動向   

平成10年度の法人税法改正にともない、法人税法施行令第136条の3に  

「リース取引に係る所得の計算」についての条項が設けられ、同施行令第48   

条「減価償却資産の償却方法」の第7号において、国外リース資産について／   

は、リース期間定額法（リース取引に係る国外リース資産の取得価額から見   

積もり残存日価額を控除した残額を、当該リース資産の賃貸借の期間の月数   

で除し、これに当該事業年度における当該国外リース資産の賃貸借の期間の   

月数を乗じて計算した金額を各事業年度の償却限度額として償却する方法）   

による旨の規定が設けられた。   

この改正により、非居住者又は外国法人に対して賃貸されている減価償却   

資産に係る減価償却費を原因とする「机上のロス」の組合員への分配の問題   

には、一応の対策が講じられた。しかしながら、レバレッジド・リース取引   

による課税繰延べスキームの本質は、期間損益計算において選択可能な損益   

の認識・測定基準の中から、収益・費用の対応に歪み（費用・損失の先行計   

上）を生じさせる基準を選択し、会計処理を行うことにある。そのため、例   

えば、任意償却が可能な繰延資産をスキームに取り入れるようなことも十分   

考えられる。その意味では、組合型の所得計算方式の取引実態を観察し、必   

要な対策をタイムリーに講じていく必要がある。   
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第4章 米国パートナーシップからの分配損益  

第1節 パートナーへの分配損益通知までの手続   

1 パートナーシップの会計及び情報申告   

統一パートナーシップ法（以下UPAと略す）第19条には「PSの帳簿は、  

各パートナーの合意のもと、PSの主たる事務所に保管されなければならず、  

各パートナーは何時でもその帳簿を閲覧することができ、検査し、複写する   

ことができる。」と規定されており、統一リミテッド・パー トナーシップ法  

（以下ULPAと略す）第10条並びに改定統一リミテッド・パー トナーシップ  

法（以下RULPAと略す）第105条にも、同様の規定がある。現実には、PS  

契約でジェネラ）L／・パートナーを税務担当パートナー（七ax matters  

partner）として指名し（IRC§301．6231（aX7）－1）、PSの事業に関する帳簿の  

継続記帳を行い、PS契約に定める会計年度で決算を組み、財務諸表を作成  

する。多くの場合、公認会計士による監査を受け、監査報告書を作成してい   

る。   

税務担当パートナーは、PSの課税年度の終了後4カ月目の15日までに、  

所轄の内国歳入庁事務所にPSの情報申告書であるFormlO65を提出しなけれ   

ばならない。このFormlO65には、当該PSの各パートナ一に関する「股情報  

及び各パートナーの当該PS課税年度における損益持分、分配額等の情報が  

記載されているScheduleK－1（FormlO65）が添付される（Reg．§6031－1  

（aXaXl），（C））。また、各パートナ一に射し、情報申告書に記載された各パー  

トナーへの分配所得、利益、損失、控除及び税額控除並びに補完的な情報を、  

書面にて報告しなければならない（Reg．§6031（b）－1T）。   

情報申告書の提出期限については、Form8736を申告期限内に提出すれば   

3カ月の自動延長が認められ、Form8800を提出し合理的な理由があればさ   

らに最高3カ月の申告延長が認められる。また、非居住外国人のみから構成   

されているPSの申告期限はPSの課税年度の終了後6カ月目の15日となって   
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いる（IRC．§6031－1）。   

各パートナ一に対するPS項目の税務上の取扱いは、PSレベ）t／でIRSによ  

り調査、検討され、PSの情報申告書に記載された取扱いと一貫性をもって  

各パートナーの申告書に反映されていれば、各パートナ一に修正を求めるこ  

とははない（Reg．§6221）（1）。  

2 パートナーシップの情報申告書   

PSの情報申告書であるFormlO65の提出を義務づけられるPSは、①米国国   

内で事業活動を営むか又は米国国内源泉所得を有するPSと②米国法人、米   

国市民又は米国内居住外国人であるパートナーを有するPSである。   

以下に、FormlO65の主たる記載内容を列挙する。   

○ 基本事項   

・PSの課税年度   

・PSの名称及び住所   

A 主たる事業の内容   

B 主たる商品名   

C 業種コード番号   

D 雇用者識別番号（納税者番号）   

E 事業活動開始日   

F 課税年度末の総資産額   

G 申告区分（当初申告、最終の申告、住所変更、修正申告）   

H 会計処理基準（現金主義、発生主義、ノその他）   

Ⅰ 添付されているSchedule K－1の数：課税年度中のパートナーの数   

○ 収入金額（科目別）   

○ 控除額（科目別）   

○ 署名、年月日   

○ 会計士等の住所、氏名   

Schedule A  売上原価の内訳   



127   

Schedule B  その他の情報  

・GPS、LPS又はLIJCの別  

・他のPSがパートナーとして参加しているか  

・当該PSが他のPSのパートナーになっているか  

・当該PSはIRC．§6221～§6233に規定する連結調査の対象となっている   

かなっていれば下にある税務担当パートナーの欄を見よ  

・小規模PSについての記載不要項目  

・外国人のパートナーが含まれているか  

・証券市場で売買されているPSか  

・登録を 

・PSが当該歴年中に外国における金融口座のサイン権を有していたか  

・PSが当該歴年中に外国信託に対する委託者又は持分の譲渡者となった   

か  

・PS財産の分配があったか、又は持分の譲渡があったか  

○ 税務担当パートナーの住所、氏名、納税者番号  

Schedule K・所得分類別所得（損失）金額  

・控除額  

・投資に係る債務の利子  

・税額控除  

・自営に係る所得  

・税務調整項目  

・外国税額  

・その他  

・パートナーのタイプ別所得分析  

貸借対照表  Schedule L  

Schedule M－1財務会計上の利益と税務申告上の所得との調整  

Schedule M－2 パートナーの出資金勘定の変動分析  

Schedule K－1（FormlO65）パートナーの所得、税額控除、所得控除等   
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0 基本事項  

・ PSの課税年度  

・パートナーの名称、住所、納税者番号   

・PSの名称、住所、納税者番号  

A パートナーがジェネラル・パートナーか、リミテッド・パートナ  

ーかLLCのメンバーか  

B パートナーが個人か、法人か、その他の組織か  

C パートナーが米国のパートナーか、外国のパートナーか  

D 当該パートナーのPSに対する利益、損失、出資持分の割合  

E PSが情報申告を行ったIRSの所在する州、都市名  

F パートナーの債務に対する持分  

G タック．ス■シェルター登録番号  

H 証券市場で取引されているPSか  

I Schedule K－1が修正申告か否か  

J パートナーの出資金勘定の分析  

PSより配分された所得、控除、投資利子、税額控除等の内訳  

第2節 日本法人の受け入れ手続   

1 日本法人の会計処理   

PSの税務担当パートナーは、PSの財務諸表とSchedule K－1を、パートナ  

ーである日本法人に送付し、PSの経営成績と財政状態並びにPS損益の分配   

額を通知する。   

これを受けて、日本法人はPS損益の本店会計への受け入れの会計処理を  

行うわけであるが、その会計処理法について制度会計上明示された指針はな  

い。唯一、法人税基本通達14－1－2及び14－1－3が、任意組合と匿名組合への投  

資損益にかかる計算法を示している。会計実務では、投資対象たる米国のパ   

ートナーシップへの投資をパートナーたる日本法人がどのように捉えるかに   

より、選択する会計処理法が異なっているようである。   
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ここで、現実の会計処理上の手続としては、まず、外貨建ての勘定科目を  

円貨に換算する必要がある。外貨建取引等会計処理基準（昭和弘年6月26日、  

最終改正平成7年5月26日、企業会計審議会）がその処理指針を示している。   

次に、米国の会計基準と日本の会計基準の差異調整の手続がある。PSの  

勘定科目が日本法人の持分割合だけ日本法人の財務諸表に反映されるとする  

と、合算された財務諸表の提供する情報の信頼性を確保するためには、日本  

の会計基準と異なる会計基準に基づき処理された取引項目を、日本の会計基  

準に合わせなければならない。  

2 日本法人の税務処理   

財務会計上、米国PSからの投資損益について適正な受け入れ処理がなさ   

れた場合、PS勘定調整後の財務諸表は、日本の会計基準に基づく会計上の   

計数になっているはずであるから、通常の税務調整手続を行えばよいことと   

なる。  

しかしながら、現実には日本の会計基準に準拠した財務会計の計数を必要   

としない法人にあっては、PSの税務担当パートナーから送付されたPSの財  

務諸表とSchedule K－1を基に、日本の法人税法上の課税所得金額の計算に必   

要な調整を行い、これを財務会計上の決算に織り込むこととなろう。   

当該法人は、法人税法施行令第139条の2～同第139条の8及び法人税基本   

通達13の2－1－1～同13の2－2－9に基づいて、外貨建債権債務の換算を行う。こ   

こで問題となるのは、取得時換算法を要件としている取引について、個々に  

換算を行うことが可能かどうかである。取引発生の日と金額を税務担当パー  

トナーに逐一確認し、法令、通達に準拠した会計上の計数を確定する作業は、   

日本法人が共同経営者というよりは単なる投資家の立場に近いほど手数の掛   

かるものと思われる。   

次に、税務調整手続であるが、Schedule K－1は米国の居住パートナーにと   

っての、米国税法に基づく分配損益の資料であるので、日本のパートナーに   

とってはそのまま利用することのできない資料である。そのため、米国の会   
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計基準により作成された財務諸表上で、日本の税法との比餃において、調整  

を必要とする科目について所要の調整計算を行い、決算修正又は申告調整を  

行う必要がある肋。  

3 財務会計と租税会計の日米比較   

米国のパートナーシップからの分配損益をわが国の財務会計上の損益計算   

及び租税会計上の所得計算に組み入れるにあたり、調整を要する科目の例を   

以下に幾つか示す㌔   

財  務  会  計  租  税  会  計  

米  国   日  本   米  国   日  本   

有形固定資産  資産の市場価値  計上しない 原則損金になら  原則損金になら   

の評価損   が著しく下落し  （企業会計原則  ない   ない  

た場合等には、  第三貸借対照表  （IRC§263a）  （法令（訊 55，  

取得価格と公正  原則 五D）  法基通7－8－  

価値との差額を  （商法34二）  1注）  

評価損に計上す  例外（法令髄三）   

る  

（FAS121）   

減価償却費  定額法，定率法，  定額法，定率法，  加速原価回収法  定額法，定率法，  

級数法，生産高  級数法，生産高  （IRC§197）  生産高比例法  

比例法   比例法，取替法  3年～39年まで  （法令48）  

（企業会計原則  の9分類の耐用  2年～65年まで  

注解20）   年数   の詳細区分の耐  

用年数   

交際費   事業に関連する  事業に関連する  事業関連性が証  資本金額を基準  

交際費は販売費  交際費は販売費  明できない接待  にして損金算入  

及び一般管理費  及び一般管理費  ・娯楽レクリエ  限度額を規定  

に計上する   に計上する   ーション費用は  

損金にならない  

（IRC§274a）  

事業関連の交際  

費は50％が損金  

（IRC§274n）   
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財  務  会  計  租  税  会  計  

米  国   日  本   米  国   日  本   

寄附金   事業に関連する  事業に関連する  年間1人当たり  所得基準額及び  

寄附金は販売費  寄附金はは販売  ＄25以上は損金  資本基準額によ  

及び一般管理費  費及び一般管理  不算入   る損金算入限度  

又は営業外費用  費又は営業外費  （IRC§274n）  額を規定（法令  

となる   用となる   慈善寄附金は損  

金算入  指定寄附金・国  

（IRC§170a，  

c）  損金算入（法法  

損金算入限度額  

（IRC§170b，  

2）   

報酬・給与・  事業に関連する  事業に関連する  合理的な金額で  役員貸与の損金   

賞与   報酬・給与・賞  報酬・給与・賞  ある限り、役員  不算入  

与は販売費及び  与は販売費及び  賞与を含めて損  （埠法35）  

一般管理費とな  一般管理費とな  金となる（IR  過大役員報酬の  

る   る   C§162a，1）  

高額報酬＄100  

万超部分の損金  

不算入（1993年  

改正法（IRC  

§162n））   

開業費   実務上は60か月  将来の期間に影  60か月以上で償  随時償却（法令  

以上で裳却して  

創業費  いる   用は支出の効果   
が及ぶ期間にわ  

たって合理的に  
配分する（会計  発生時の費用と  随時償却（法令  

原則注15）   するか60カ月以  

連の特定の場合  上で償却   

を除き発生時の  

費用とする  に均等額以上償  

（FAS2，F  
AS86，SOP  
91－1）   2，286ノ3）   
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財  務  会  計  租  税  会  計  

米  国   日  本   米  国   日  本   

営業権   40年を越えない  毎期均等額以上  有償取得の無形  5年間均等償却  

合理的な期間で  償却する   資産は原則とし  （法令48①四，  

償却する   （会計原則注25）  て15年定額法償  

却  令別表三）  

（IRC§197）   

以上列記したものは、日米間での取扱いに差異の認められる項目の一部で  

あるが、勘定科目の概念規定、収益費用の計上基準、棚卸資産の評価法、有  

価証券の評価法等についても個別検討が必要である。  

〔注〕  

（1）須田徹『米国のパートナーシップ一事業形態と日米の課税問題－』（中央経済社  

平成6）69頁～75頁  

（2）須田徹 前掲書（1）242頁～243頁  

（3）中央監査法人・クーパース・アンド・ライブランド・インターナショナル『会計  

基準国際比戟ハンドブック 一国際会計基準と主要国の会計基準』（中央経済社 平  

成7）74頁～132頁 25頁～475頁  

青山監査法人・プライス・ウオーターハウス『アメリカの会計原則』1997年版  

（東洋経済新報社 平成9）77貫－167頁 98頁～209貫  

PaulDanOS，Eugene AImhoffJr．”Intermidiate Accounting”  

（Prentice－HallInc．1983）474頁  

FAS（Statements ofFinancialAccounting Standards）財務会計基準書  

SOP（Statements of Position）会計処理指針  

第3節 不動産投資を目的とした米国パートナーシップへの投資事例  

1980年代後半に、多くの優良企業が余剰資金の連用形態として海外不動産  

への投資を選択し、強い円と潤沢な資金力を背景に海外不動産を買収した。   
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その際に、投資形態として選択された方式の一つにPSがあった。   

いわゆるバブル経済が終焉を迎えると、本業の業績が伸び悩み、金利負担  

が企業財務を圧迫して、日本法人による海外不動産の処分が盛んに行われた。  

本取引事例は、米国のPSのパートナーである日本法人が、PSからの分配損  

益を受け入れるにあたり直面した実例であり、財務会計上及び租税会計上の  

問題点を考察するための好例である。  

1 スキームの概要  

99％ 出資（LP）  80％ 出資（LP）  

‥ 
‥．． 

‥－▼－－  
；；  

（∋ 日本法人は好況法人の子会社として海外不動産投資を目的に設立され、APSに99   

％を出資し、BPSに80％を出資している。  

（参 APSはLPSで、投融資を行う目的でニューヨーク州で組成され、DPSにGPと   

して51％を出資している。GPには日本法人の関係会社がなっている。  

（参 BPSはLPSで、不動産の運営・管理のノウハウを持ったGPとの合弁により、   

CPSに出資する目的でデラウェア州で組成され、CPSにLPとして99％を出資して  

いる。  

径）CPSはLPSで、DPSに出資し、投融資を行う目的でニューヨーク州で組成され、   

DPSにLPとして49％を出資している。GPにはBPSのGPの関係会社がなってい  

る。  

（9 DPSはLPSで、ニューヨークの賃貸不動産を所有し、運営・管理して利益をあ   

げ、各パートナ一に分・配することを目的にニューヨークで組成され、6億ドルの出   
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資金を運用している。  

⑥ 各PS契約は、ニューヨーク州及びデラウェア州の法令に準拠しており、損益の   

配分割合は出資割合によっている。  

⑦ E］本法人、APS、BPS、CPS及びDPSはいずれも12月決算である。  

2 パートナーシップからの分配損益の帰属時期の問題点   

日本法人はAPS及びBPSのLPであるが、実質的にDPSの事業に関与して   

おり、DPSが保有する財産の共有権も有していることからヾわが国の任意  

組合に類似する組織への出資であるとして、PSからの分配損益の計算につ   

いては、法人税基本通達14－1－1及び14－1－2を適用することとした。   

ところが、APSとBPSはともに「最善の努力をしたにもかかわらず、完   

全かつ正確な情報申告を行うための情報が入手できないため」という理由で、   

Form8736及び甘orm8800をIRSに提出し、1994年12月決算の情報申告書   

の提出を1995年10月16日まで延長することが認められた。そのため、1994年  

12月決算の財務諸表及びScheduleK－1が入手できたのは、1995年10月11日で   

あった。   

財務会計上の考え方を述べれば、たとえPSにおいて発生した損益といえ   

ども、直接に日本法人の損益に影響する項目であるなら、1994年のPSの損   

益は1994年の日本法人の損益に合算されるべきであることは、議論のないと   

ころであろう。しかしながら、重要性の原則に従い、企業の財政状態及び経   

営成績を判断するにあたり、PSからの損益が及ぼす影響が小さいと認めら   

れれば、継続適用と当該事実の開示を条件に、1994年のPS損益を1995年の   

日本法人の損益に合算して財務諸表を作成することを認める余地もあるもの   

と思われる。   

一方、租税会計の考え方であるが、法人税基本通達14－1－Ⅰでは、「当該組   

合の計算期間の終了の日の属する当該法人の事業年度」に組合からの分配損   

益を帰属させることになっているから、日本法人は1994年12月決算に係るA   

PSとBPSからの分配損益を、日本法人の1994年12月決算の法人税申告書に   
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織り込まなければならない。この取扱いを厳格に解するならば、日本法人は  

1994年の決算に係る法人税の申告を当初申告ではPSからの分配損益を合算  

せず、10月11EI以降にPSからの分配損益を合算して、修正申告又は更正の  

請求を行うこととなろう。ここで問題となるのは、法人税法上で規定されて  

いる損金経理を要件とする項目の取扱いである。すなわち、（D減価償却費、  

（動線延資産の償却費、③使用人兼務役員の使用人分賞与、（D役員退職給与、  

⑤各種引当金、⑥回収不能の貸金等の貸倒損失等については、PSの決算に  

おいて損金経理され、さらに、日本法人の決算に織り込まれている場合に損  

金となると解される。米国における情報申告書の申告期限延長という合法的  

手続が原因で、日本における法人税申告上の損金経理要件が充足されず、損  

金性が認められないというのは、いかにも納税者に酷である。また、米国で  

は、繰延資産の中に、財務会計上随時償却を認めていない支出があることか  

ら、パートナーたる日本法人は、繰延資産の全額償却を行いたいと思ってい  

ても、日米の制度の違いから、5年間の均等償却に従わざるをえないという  

ケースも想定される。  

3 分配損益受入れ時の財務会計上の問題点  

（1）有形固定資産の評価損  

DPSは保有する賃貸不動産の評価額が著しく下落したため、公認会計   

士の指導に基づき（FAS121に基づく処理）、時価相等額まで簿価を引き下   

げで2億ドルの評価損を計上した。当該不動産は、市況の好転も見込まれ   

ないため、売却先をさがすこととなっている｛1】。  

APSとCPS及びBPSをパス・スルーして日本法人に分配された1．6億ド   

ルの固定資産評価損相等額は、わが国の財務会計上の損失にはあてはまら   

ないため、評価損計上前の簿価まで戻す処理をすべきであっが、経理担当   

者は、財務担当セクションから提出されたAPSとBPSからの分配損失に   

係る資料に基づき受入れ処理を行った。APSとBPSからの分配損失の計   

算はAPSとBPSの損益計算の計算尻である損失額について、日本法人の   
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持分相等額を出資金評価損として計上するものであった。  

ここで、日本法人は5億ドルの資金を親会社からの融資により調達して   

いることから、会計監査の視点から見ると、日本法人はもちろんその親会   

社にとっても、PSからの分配損の主原因である固定資産評価損の事実関   

係を確認し、必要な情報を開示することは当然であろう。そのためには、  

1．6億ドルもの財産の減少要因であるDPSの保有不動産の時価を説明する   

資料、例えば不動産鑑定士の鑑定評価報告書の写しを入手して、評価の安   

当性を検討するとともに、売却の手続がどの程度まで進捗しているかの確   

認をとることも必要と思われる。  

（2）減価償却費  

PSの損益計算書に計上された減価償却費について、日本における財務   

会計上の減価償却費との差異の調整を行った。この調整計算は毎期必要と   

される手続であるので、PSへ投資した当初に、PSの減価償却資産に関す   

る諸計数を入手しておく必要がある。  

（3）その他  

個別項目の収益、費用の計上基準の安当性や資本的支出と修繕費の区分   

の安当性等の確認手段は、現地公認会計士の手続を信頼することとした。  

以上の調整項目の検討は、日本法人の経理担当者と米国PSの税務担当   

パートナーの間で、電話とファクシミリにより行われ、PSの資料の確認   

や写しの作成は現地の公認会計士の手で行われた。  

米国の監査制度においては、法定監査を要求される法人は、①有価証券   

を発行する法人、②証券取引所や店頭に株式を公開する会社、③株式公開   

後、継続して財務諸表を公表する会社、④総資産が500万ドル超及び株主   

が500人以上いる非公開会社等であり、これに該当しないPSは任意監査の   

形で財務会計上のチェックを受けることとなる。日本法人が米国の公認会   

計士による監査の信頼性に依存する意思決定をするにあたっては、PSの   

監査の実態を十分検討する必要があるように思える12－。   
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4 分配損益受入れ時の租税会計上の問題点  

（1）有形固定資産の評価損  

PSから分配された固定資産評価損相等額は、わが国の租税会計上の損   

金の額として認められないので、申告調整にて所得加算を行わなければな  

らなかったが、経理担当者はPSからの分配損失の構成要因について分析  

を行わなかったため、財務会計上の処理をそのまま法人税の課税所得金額   

の計算に反映させてしまった。  

一方、固定資産評価損の対象となった固定資産の帳簿価額は、PSの事   

業年度末に減算されているため、翌期以降の減価償却費は引き下げられた   

簿価に基づき計算計上されることとなる。この場合、日本の法人税法上の   

減価償却費の損金算入限度額よりも少ない減価償却費が計上されることが   

予想される。法人税法上損金経理が要件とされる減価償却費については、   

PSからの減価償却費の分配額が損金経理された金額とみなされると解さ   

れるので、日本企業にとっては結果的に不利な取扱いとなる可能性がある。  

（2）減価償却費  

PSの損益計算書に計上された減価償却費と、日本における法人税法上   

の減価償却費の損金算入限度額の比較を行い、所要の申告調整を行った。   

税務調査の視点から見ると、減価償却資産の耐用年数の適用にあたっては、   

当該固定資産の材質、構造、用途等についての情報を入手する必要があり、   

当該資産が中古資産である場合には中古資産の耐用年数の見積もりの妥当   

性を検討する必要がある。  

（3）交際費・寄附金  

現地の公認会計士からの報告では、交際費及び寄附金に該当する支出は   

ないということであったので、特に申告調整は行わなかった。税務調査の   

視点から見れば、わが国の法人税法上の交際費及び寄附金の概念と米国の   

公認会計士の考える交際費及び寄附金の概念が完全に一致しているという   

保証はない。そのため、主要な費用科目について、請求明細、領収書、支   

出報告書等の検討を行う必要がある。また、証拠書類の確認とともに小切   



138  

手帳や現金出納帳、当座預金照合表等の決済資料の検討も必要となる。  

（4）その他  

個別の項目の収益、費用の計上基準の合法性や資本的支出と修繕費の区   

分の合法性等の確認手続は、現地公認会計士の手で行われているというこ   

とであるが、税務調査の視点から見れば、日本法人の課税所得金額の計算   

に少なからず影響を及ぼす取引、科目については、内国法人に対して通常   

行われる調査手続が実施されなければ、課税の公平は保てないものと思わ   

れる。また、財務諸表や帳簿書類に記載されている取引については、個別   

に資料の提出を指定することにより、確認作業を進めることができるが、   

賃貸収入の除外や備品や建物附属設備の除外（一時の損金処理）といった   

そもそも財務諸表に現れない取引については、現地営業部や経理部の管理   

資料等を検討することなしに発見することはできない。  

〔注〕  

（1）青山監査法人・プライス・ウオーターハウス『アメリカの会計原則』   

1997年版（東洋経済新報社 平成別200頁  

（2）日本監査研究学会 海外監査実務研究会滞『海外監査実務』（第一法規 平成6）  

124頁   
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第5章 まとめ   

1 企業の社会的責任とディスクロージャー  

企業は事業活動を繰り返すことにより、社会的存在として、利害関係者と   

の関わりを広げていく。企業それ自体が社員という利害関係者によって構成   

されており、企業の業績が給与や賃金、福利厚生といった形で社員をはじめ   

その家族等にも影響を及ぼす。また、企業を資本構成の衝から捉えれば、株   

主、銀行、社債の購入者等の投資家や債権者により構成されている。これら   

の利害関係者は、利益配当やキャピタル・ゲイン、債権の円滑な回収という   

形で、企業業績により大きな影響を受ける立場にある。また、事業活動の関   

係者として、得意先、仕入先、外注先等の利害関係者があり、企業の業績や   

意思決定が自らの事業の業績に関わってくる。さらに、地域住民、地方自治   

体、国等は、企業の社会的貢献、環境問題、法人税や事業税等の税収といっ   

た形で関わりを持っており、潜在的な投資家や取引先も企業業績に関心を持   

っている。  

企業会計は、企業の経済活動を貨幣計数を物差しにして認識、測定、記録、   

表示する技術であるが、企業を取り巻く多種多様な利害関係者に、企業活動   

に関する情報を提供するという極めて重要な役割を担っている。企業会計に   

基づき企業により自主的に開示される情報について、独立の立場から事後的   

にチェックを行う社会的な役割を担っているのが会計監査と税務調査である。  

各種の規制緩和により、企業は益々自由な経済活動が可能になってきてい   

る。これを公益目的のチェックシステムの見地から捉えれば、事前チェック   

から事後チェックへの重点移動と捉えることができる。事後チェックシステ   

ムとしての会計監査と税務調査の国際水準化は、一般投資家や納税者の利害   

に直結していると言える。企業の経営スキャンダルの多くが海外拠点を舞台   

にしている原因は、会計士や税務調査官が公正なる判断を行うに足る海外取   

引に係る資料・情報を入手できる制度が整っておらず、必要な検証手続が実   

施されていないからにほかならない。   
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2 会計監査と税務調査によるダブルチェック機能   

会計監査と税務調査は、チェックする対象が企業会計であるという点で共   

通している。会計監査は、一般投資家を中心とする利害関係者に意思決．走に   

足る情報を提供するため、企業が開示する財務諸表が、企業の財政状態及び   

経営成績を適正に表示しているかどうかについて専門家としての意見表明を   

するものであり、税務調査は、企業が納税申告書で課税所得金額を適正に計   

算し、納税しているかどうかを確認するものである。二つのチェック機能は、   

目的が異なることから、採用される手続に重点の差が現れるが、具体的確認   

作業としては非常に類似した手続が採られる。   

例えば、収入の計上に係る認識行為が、当該企業が継続的に採用する会計   

処理基準（出荷基準、検収基準等）に則って行われ、適正な測定行為のもと   

で記録され表示されているかについては、受注伝票、出庫指図書、商品入出   

庫管理表、検収通知書、納品書控、請求書控、得意先元帳、領収書控、当座   

預金照合表、総勘定元帳、月次試算表、資金運用表、損益計算書、貸借対照  

表、勘定科目内訳明細書等の照合により検討される。売上原価や経費に係る   

認識、測定、 記録、表示の適正性の検討も、企業内で作成、保管されている   

帳簿、書類の照合作業を通じて行われる。会計監査では、企業利益が実際よ   

りも多く表示されていないか、資産勘定が過大表示されていないか、負債勘  

定が過少に表示されていないかという点に注意が払われる。一方、税務調査   

では、企業の所得金額が実際よりも少なく申告されていないか、資産勘定が   

過少に表示されていないか、負債勘定が過大に表示されていないかという点   

に注意が払われる。しかしながら、帳簿に記載された取引の日付、金額、勘  

定科目、集計計算等のプロセスを証拠書類を基に照合、検討していく手続は、  

殆ど同じものと言えよう。   

会計監査によって、収益、費用等の会計処理基準が継続的に適正に適用さ   

れているという検討作業が済んでいるとしたなら、課税庁は会計監査の独立  

性を信頼し、税務調査にあたっては、会計監査が実施した照合手続は省略し、  

帳簿に記載のない項目を想定した調査手続と税務調整項目の検討に、調査日   
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数の多くを配分すれば済むこととなろう。このような、会計監査と税務調査  

の社会的な分業が進むためには、税務調査において会計監査でチェック済の  

取引内容を再度チェックしても、殆ど非違が発見されないという実務の積み  

重ねが、繰り返される必要がある。また、会計監査人の会計監査が義務づけ  

られていない中会社と小会社については、監査役による監査を充実させるか、  

税理士や公認会計士による任意の税務監査を実施して、税務調査において指  

摘を受けそうな事項を未然に是正することが有効であると考えられる。優良  

な納税者を育成し、税務調査の重点を、高額な租税の脱漏事案や複雑、困難  

事案に集中することにより納税道義の高揚を図ることこそ、税務行政のめざ  

す方向性と言える。  

3 パートナーシップ課税の明確化  

（1）所得計算方式の自由選択  

わが国の企業が外国のPSに投資を行った場合の課税関係については、   

法人税法に特段の定めがないことから、PSがわが国の法人税法上いかな   

る事業組織に類似しているかにより、課税関係を整理するアプローチがと  

られ、実務においては、任意組合あるいは匿名組合として課税所得金額の   

計算が行われている。わが国の非法人事業組織である人格のない社団、任   

意組合、匿名組合は、いずれも公的な登録の義務が課されておらず、名称   

や登録といった外形的な基準で判別することはできない。また、それぞれ   

が私的契約関係で構成されているため、形式上現れる契約書や規約、定款   

といった書類は一つの参考であり、組織の構成、出資の状況、事業用の財   

産の所有関係、業務執行の実態、対外的な責任、損益の配分等の現状を勘   

案して組織分類を判断せざるをえない。  

また、米国のPSにみられるように、設立準拠法である各州のPS法には   

強行規定が少ないため、当事者の合意が優先され、実在するPSは極めて   

多様である。米国においては、事業組織がコーポレーションに該当するか   

PSに該当するかを判定するために、IRSが多大な労力を費やしてきた歴史   
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があり、1997年1月以降「チェック・ザ・ボックス規則」（財務省の最終   

規則）により組織分類を、納税者が選択できる方式を導入した。  

非法人の事業組織は国内は勿論、外国にも種々存在し、今後どの様な組   

織形態が出現するかは予測できない状況にある。内外の非法人事業組織を   

個別に分類し、わが国の法人税法上の事業組織分類に当てはめることは、   

多大な労力がかかる反面、適正な課税が実現できるかどうかにも疑問がも   

たれる。このような現状を勘案すれば、事業を行っている組織それ自体に   

課税所得計算方式の選択をさせるのが、最も実態にあっているものと思わ   

れる。すなわち、非法人の事業組織が組成されて最初の事業年度末までに、   

人格のない社団として事業組織自体が納税義務者となるか、任意組合又は   

匿名組合として組合貞が納税義務者となるかを選択して、税務署長に届け   

出るのである。  

さらに、組合型の所得計算方式を選択した事業組織は、米国の情報申告   

に習って、組合自体の財務諸表と各組合員の課税所得計算に必要な項目を   

記載したFormlO65Schedule K－1をわが国の税制にリフォームした様式   

を提出することとする（1）。  

国家間の課税方式の整合性を図り、租税条約上の扱いを一致させるため   

に、条約の新規締結や改正にあたっては、非法人事業組織の条約上の取扱   

いを明示することに努める。そして、租税条約の情報交換規定を援用し、   

各国の非居住Pに関する情報（Schedule K－1の写し等）を自動的に交換す   

るシステムを構築する。この制度的な手当てによって、PSとしての課税   

方式が認められた非居住Pに係る配当未済の分配損益がPの居住国で把撞   

される道が開かれる。  

組合型の所得計算方式を選択した非法人事業組織の税務調査は、原則と   

して税務担当の組合員を定めて組合が統一的に受けることとし、各組合員   

の税務調査で組合損益に関する確認事項がある場合には、税務担当の組合   

員が必要な情報の提供を行う。組合自体が税務調査を受け、否認事項がな   

いか、否認項目を是正済である場合には、その事実を証する通知書等を税   
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務署長が発出し、これを各組合員が提示することにより、組合損益に関す   

る重複調査を避けるようにすべきである。  

外国の非法人事業組織が、居住国でPSとしての課税方式を選択してい   

る場合、これに投資を行っているPたるわが国の居住法人は、自動的に   

組合型の所得計算方式により申告を行わなければならないが、当該投資に   

係る分配損益について税務調査において説明を求められた場合には、国内   

での取引同様の資料を整えて、説明を行わなければならないことを十分認   

識しておかなければならないだろう。  

（2）組合型 

まず、組合から受ける利益等の帰属の時期であるが、組合の計算期間の   

終了の日の属する当該組合員たる法人の事業年度を原則とするが、やむを   

えない事情により、組合の決算内容が帰属させるべき当該組合員たる法人   

の事業年度に係る法人税申告書の提出期」眼後に判阻した場合には、当該判   

明した日の属する当該組合員たる法人の事業年度とする。  

次に、わが国と異なる会計基準を採用する国の非法人事業組織からの分   

配損益に含まれる、減価償却費や繰延資産の償却費等の損金経理要件項目   

については、会計基準の違いが原因で、一財務会計上の費用の金額が、組合   

員たる法人が租税会計上損金の額に計上することを欲する金額よりも少な   

かった場合、損金経理要件を外して損金の申告調整を認める余地があって   

もよいと考える。  

三番目は、組合から分配を受ける利益等の額の計算方式は、収入金額、   

支出金額、資産金額、負債金額をその分配割合に応じて、各組合員のこれ   

らの金額として計算する方法のみとする。そして、組合から分配される損   

金の額は出資済の金額を限度とし、これを超える損失の額は翌期以降に繰   

り延べて、追加出資の実行か損失負担の実行があった時点で損金算入を認   

めるこ七とする。  

四番目は、組合から分配を受ける利益等の額が外貨で表示されている場   

合の換算方法についてであるが、外国のPSからの分配損益を想定した場   
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合、個別の取引について法令及び通達による換算方法を義務づけることは、   

納税者に過度の事務負担を強いることとなると予測されることから、法人  

税基本通達13の2－2－5「海外支店等の資産等の換算の特例」に準じて取り   

扱うのが安当と考える。  

4 海外拠点監査の充実と税務調査の方向性  

（1）海外拠点監査の充実  

公認会計士協会銀行監査特別委貞会報告第1号「銀行の海外支店監査に   

関する実務指針」に触れられているように、海外支店の監査は、従来、日   

本の監査人が巡回的に現地に赴き、必要と認められた手続を実施してきた   

が、海外支店の規模の拡大に加えてデリバティブ取引のようなレバレッジ   

効果のあるオフバランス取引も増加し、往査頻度、往査日数、監査手続の   

適用等の面で再検討が必要となってきている。  

課税庁の質問検査権の及ばない海外拠点にあっては、企業会計のチェッ   

ク機能は会計監査に委ねられているといっても過言ではない。第2章の2   

（4）の「会計監査の国際化」で述べたように、数千億円規模の簿外取引や不   

正取引は、内部牽制制度が不十分なうえ、企業内部の役職者によって意図   

的に隠蔽工作が行われていたが、それらの取引の事実は、海外拠点に保管  

されている資料を丹念に照合することにより、容易に把握できるものであ  

っだ2）。問題は、内部牽制制度に疑問を持ち、帳簿と取引資料の突き合わ   

せという地道な監査手続が実施されなかったことにある。青田廉英助教授   

が指摘するように、リスクをリスクとして認識できる業界プロとしての公   

認会計士を育成すべく、継続的な専門教育の早期完成・実行が望まれる【3）。  

また、巨額な粉飾決算が表面化することにより、企業が被った損失と失  

った信用の大きさは計り知れない。この事実を勘案すれば、企業は本社の   

管理体制が十分に窄き届かない海外拠点の監査に十分なコストを書ル、て、   

会計監査人に十分な監査手続を実施させる契約条件を整える必要があろう。  

（2）税務調査の方向性   
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課税庁による税務調査の執行の現状は国によって異なっており、直接税  

と間接税の税収に占める割合、申告納税制度であるか賦課課税制度である  

か、あるいは職業会計人の果たす役割と独立性の差によって、全ての先進  

国でわが国のように任意による法人への臨場調査が行われているわけでは  

ない。戟後の税制整備の手本とされ、行政上の組織の整備にあたっても参  

考とされることが多かった米国の税務調査の現状との比較は、わが国の今  

後の海外取引に係る法人税調査の方向性に多くの示唆を与えてくれる。   

米国の質問検査の種類には、書簡調査（correspondence audit）、署内  

調査（office alユdit）、臨場調査（field audit）があるが、内国歳入法典  

に規定された具体的で詳細な要件と手続に従って執行される。米国には、  

給与や利子、配当を始めとして種、々の情報申告制度があり、IRSに集めら  

れた資料情報は、納税者番号に基づき、電子計算機による名寄せ作業が効  

率的に行われ、このデータが各納税者の申告書と照合され、総合課税の基  

礎をしっかりと固めている。また、税務調査にあたって、納税者等が調査  

官の求めに応じない場合には、サモンズ（administrative summons：行  

政召喚状）が発出され、納税者等は一定の日時に税務署その他の場所に出  

頭して、必要な帳簿書類等を提出し、また必要な証言を行うことを要求さ  

れる。納税者等がこれに従わない場合は、調査官は管轄の連邦地方裁判所  

に執行の申し立てを行うことができ、口頭弁論を経たうえで、当該サモン  

ズが要件を満たしていると認められる場合には、裁判所は当該納税者等に  

それに従うことを命令する。当該納税者がこの命令にも従わない場合には、  

裁判所侮辱罪により処罰される。このような背景を踏まえて、金子宏教授  

は、米国の税務調査の制度的な特色として次の三点を掲げている（4）。  

① 納税者等がサモンズに応じない場合には、IRSは訴訟を提起しなけれ   

ばならず、サモンズを執行すべきかどうかが裁判所の判断に委ねられて   

いる。この制度は、いわば質問検査に対する司法権の事前チェックとし   

て大きな意味を持っている。  

（∋ 質問検査に関する米国の内国歳入法典の規定は、わが国の場合よりも   
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ずっと詳細であり、また手続的整備が進んでいる。特に注目されること   

は、反面調査の場合について、納税者本人への通知を始めとして、納税   

者本人の権利を保護するための手続が整備されつつあることである。   

③ 税務調査にあたって、書簡と文書が頻繁に用いられる。著名人りの文   

書が授受されることにより、当事者が当該文書が真正なものであること  

が確認でき、記録として保存が可能である。  

上記の特色を受けて、今後のわが国の税務調査のあり方をめぐる状況変   

化の可能性について、金子宏教授は次の三点を理由として指摘している（5－。  

（∋ 書簡ないし文書の形式を用いることにした方が、質問検査の手続的整  

備を進めやすい。   

② 国際化がさらに進行し、わが国の経済も国際経済秩序の中に組み込ま  

れてゆくに従って、わが国独特の社会慣習を維持することが困難になり、  

それは租税行政の分野においても同様であると考えられることである。  

もし、文書の形式を用いることが国際的常識であるとすれば、わが国と  

してそれを取り入れてゆくべきであろう。   

③ 文書の形式を用いることは、税務行政庁にとっても納税者にとっても、  

記録の保存という点でメリットが大きい。  

わが国では、租税確定処分の取消を求める訴訟における課税要件事実の   

客観的立証責任について、二つの考え方の対立がある。J一つは、行政行為   

の公走力を根拠として、、処分が違法であることについては原告（納税者）   

が全面的に立証責任を負うとする考え方（米国法的見解）である。二つ目   

は、租税確定処分の取消を求める訴訟が、債務不存在確認訴訟と実質を同   

じくすることに着目して、民事訴訟の通説である法律要件説に従って立証   

責任が配分されるべきであるとする考え方である。この点について、金子   

宏教授は、「租税行政庁が確定処分を行うためには、課税要件事実の認定   

が必要であるから、原理的には第二の見解が正当であり、課税要件事実の   

存否及び課税標準については、原則として租税行政庁が立証責任を負う、   

と解すべきである。ただし、課税要件事実に関する証拠との距離を考慮に   
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入れると、この原則には利益状況に応じて修正を加える必要があろう。」  

と述べており、わが国の通説的見解となっている（6】。   

以上の前提に立って二税務調査の現状に立ち返ってみると、海外支店や  

外国パートナーシップ、あるいは特定外国子会社等の取引を立証する証拠  

書類は、通常所在国にて保管されており、納税者の協力がないかぎり課税  

庁は課税要件事実の存否を確認することはできない。米国のサモンズのよ  

うに強力な執行権限を持たないわが国では、課税庁が国内取引と同等の水  

準のチェック機能を維持するためには、租税法の適用の前提となる課税要  

件事実を正確に理解するために必要な資料情報が、いつでも入手できる立  

場になければならない。そのためには、まず第一義的に海外に保管する帳  

簿書類の提出義務を法令に明示すべきであると考える。次に、諸外国で導  

入している制度を参考に、経済的合理性に反する租税回避行為の疑いがあ  

る取引で、課税要件事実を判断するに足る資料が納税者から提出されない  

ケースについては、立証責任を納税者に転換させることも必要と考えるⅢ。  

この点について、タックス・へイブン対策税制を素材にした国際的租税回  

避行為の先駆的研究において、佐藤正勝教授は次のように述べている。  

「タックス・ヘイブンに係る租税回避があったとしても、通常は、青色申  

告承認の取消を行って推計課税を行うというような事例は少ないと考えら  

れる。仮に、推計課税が行われたとしても、当該課税処分に係る争訟の段  

階で納税者側からこれに反する資料の提出があった場合において、新たな  

資料に基づく納税者の主張が認められることになれば、納税者は自己に有  

利な時期に資料を提出することになる。このような状況の下では、調査時  

ではなく後の争訟の段階で資料が提出されることになるから、調査非協力  

の納税者が増加したり、争訟が遅延したりといった弊害が生じ、当局にと  

っては立証の負担の増加を招くとともに、 

ある。このようなケースに対処するには、納税者から資料の提出がなかっ  

た場合には、当局が行った課税処分に適法性の推定を与え、納税者がこれ  

を争う場合には、納税者側に課税処分の違法性を証明する義務がある旨の  

規定を導入するといったことが考えられる。」（8）。   
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外為法の改正と種々の規制緩和は、外国資本の日本進出を加速させ、様   

々な事業組織がわが国の租税との関わりをもってくる。通信技術の高度化   

にともない、国際金融におけるグローバル・トレーディングや電子商取引   

のようなペーパーレスの経済活動が、国家間の課税問題として取り上げら   

れてきており、税務調査の視点から見れば、課税上の取扱いの判断をする   

前提として、どの様な取引が行われているかという基本的引青報を入手す   

ることが不可欠である。税務調査の国際水準化のためには、課税庁が納税   

義務者と同等の判断資料である情報を入手できるシステムを整備する必要   

がある。サモンズという強力な調査手続を有し、租税確定処分の取消を求   

める訴訟において処分の取消を主張する場合に納税者に立証責任を課して   

いる米国でも、次に示すような海外取引に係る情報申告のシステムを持っ   

ている。今後のわが国の資料情報制度の整備に参考となるものと思われる。  

米国内国歳入法典条項  対  象者  内  容   

外国バーナーシツ  米国人（自然人、  次の事情にかかる報告を行わなければならな   

プの持分に関する  法人、PS、遺産  い。   

情報申告   財団、トラスト）  ① 外国PSの持分を取得した者   

（§6046A）   がパー トナーであ  ② 外国PSの持分の全部又は一部を売却し  

る外国PS   た者  

③ 外国PSの持分に実質的な変動があった  

者  

報告の原因事実が生じた日から90日以内に申  

告するム   

外国同族会社の社  外国同族会社の役  毎課税年度について、次の事項を報告する。   

貞等の報告義務  貞、取締役又は50  ① 住所、氏名、総株式数、各人の持ち株数   

（§6035）   ％以上の株主であ  等の株主に関する情報  

る米国人（自然人、  ② 総所得金額、所得控除額、税額控除額、  

法人PS、遺産財  課税所得金額、外国同族会社の未処分利益  

団、トラスト）   金額  

（∋ その他の情報   

外国法人の報告義  一人の外国人（法  25％以上を所有する外国人、その株主又は対   

務   人及び自然人）に  象者の関連グループ（50％超を所有する者の   

（§6038A）  議決権のある株式  グループ）に属する者（以下関連者という）  



149  

米国内国歳入法典条項  対  象  者   内  容  

又は全株式の価値  との取り引きがある場合、From5472にてⅠ  

の25％以上を所有  RSに次の事項を報告する。  

されている米国法  （D関連グループ各社の名称、本店所在地、事  

人及び外国法人の  業内容、取引・持分の関係等  

米国支店   ②対象者との取引高（仕入・売上・貸付金・  

手数料・ロイヤリティの額・金銭授受を伴わ  

ない財産・ 

外国法人の記録の  一人の外国人（法  （D 左記関連者との取り引き内容・条件が安   

保管義務   人及び自然人）に  当であることを証する記録（帳簿書類等）   

（§6038A）   議決権のある株式  の保管  

又は全株式の価値  ② 対象者と取引をする外国人たる関連者は、  
の25％以上を所有  

されている米国法′   
人及び外国法人の  
米国支店   

ならない。  

（D 対象者は、（∋の記録を税務調査に際して  

速やかに応じなければならない。  

①（参、③に違反した場合には、対象者と外  

国人たる関係者との取引により発生した対  

象者の費用又は資産の取得痕価は 

独自に決定することができる。   

特定の外国法人の  米国人が50％超の  次の事項を報告する。   

情報申告   議決権を有する外  ① 当該法人の名称、本店所在地、事業内容、   

（§6038）   国法人の株主の米  設立された国名  

国人（自然人、法  （∋ 当該外国法人の未処分利益の額  

人PS、遺産財団、  （∋ 当該外国法人の貸借対照表、関連者及び  

トラスト）   関連グループとの取引   

外国会社の社貞等  外国会社の役貞、  次の事項を報告する。   

の報告義務   取締役又は5％以  （D 各株主の名前、住所、納税者番号   

（§6046）   上の株主である米  ②′ 5％以上の株式価値を初めて翠得したか、  

国人（自然人、法  追加的に取得したか  

人、PS、L遺産財  

団、トラスト）   

租税条約の恩典に  租税条約の規定に  From8833により次の事項を、毎年IRSに   

関する報告義務  より連邦税法の規  報告しなければならない。   

（§6114）   走に比して有利な  ① 名称、住所、納税者番号  
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米国内国歳入法典条項  対  象  者   内  容  

取扱いを受けてい  ② 居住国  

る外国人、（自然人  ③ 恩典を受けた項目、金額、相手先  

及び法人）   ④ 関連する∵連邦税法の条文、適用を受けた  

租税条約め条文   

外国に対する財産  米国人（自然へ，  次の取引により、外国人に射して、財産分配   

分配に関する報告  法人、、PS、遺産  を行った場合にはFrom926により報告しなけ   

義務   財団、トラスト）  ばならない。   

（§6038B）  ① 子会社の竜全清算（§332）、・特定現物出  

資（§351）、組醜変更に伴う株式、有価証  

券の交換（§354）、子会社発行の株式・有  

価証券分配（§355）、組織再編成に伴う株  

式・有価証券と財産の交換に伴う財産の分  

配（§336）  

② 完全痛算に伴う財産分配（§336）   

〔注：卜  

（1）F。rmlO65Sched山eン 

（2）井口俊英『告白』（The Confession）（文芸春秋 平成7）172頁→176頁  

（3）青田廉英「金融機関に対する公認会計士監査の方向性一米国での事例と本邦への   

示唆－」（JICPAジャーナルNo．513平成10年4月号）91頁  

（4）金子宏「アメリカにおける税務調査一質問検査権を中心として－」（日税研論集   

Vol．9平成元年9月）10頁～25貫 

（5）金子宏 前掲論文（4）70頁－73頁  

（6）金子宏『租税法 第六版補正版』（弘文堂 平成10年）664貫  

（7）大崎満『国際的租税回避－その対抗策を中心としで－』（大蔵省印刷局 平成2）  

387頁～389頁  

（8）佐藤正勝「国際的租税回避行為等の類型及び対応策一米国のタックス・ヘイブン  

税制との比較を中心として－」（税務大学校研究科論文集 平成元）291頁～292  

貫   
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組合員に対する分配損益の情報申告書  

組合員の氏名（名称）・住所  組 合 の 名 称・住 所  

組合員の種類  組合の種類   

□任意組合貞  □匿名組合員  □任意組合  □匿名組合   

ロジェネラル・パートナー  ロジェネラル・パートナーシップ   

［コリミツテッド・パートナー  ロリミツテッド・パートナーシップ   

□（  ）     ［］リミッテッド・ライアビリティ・カンパニー  

□（  ）   

組合員の組織区分  組合の情報申告書提出先   

□個人  □法人  □（  ）     （  ）税務署   

組合貞の居住性  組合の事業内容   

□居住者（法人）  

□非居住者（法人）  

（国名  ）  

組合から組合員への分配割合等  

・利益 （ ％）  

・損失 （ ％）  

・出費持分（ ％）  

組合員の出資金勘定  組合の出資金勘定   

期首残高  期中増域  員益分配  期末残高  期首残高  期中増域  員益分配  期末残高  
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組  合 貞  へ  の  分  配  額   

個 人 組 合 員 の 場 合  法 人 組 合 員 の 場 合   

所 得 区 分  所 得 金 額  資 産 金 額  

負 債 金 額  

出 資 金 額  

収益・利益金額  

費用・損失金額  

当期損益金額  

交  際  費  

寄  付  金  

所 得 税 額  

外 国 税 額  

土地重課税の額  土地重課税の額  

補足的情報  補足的情報  




